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第１章 吹田市子供の夢・未来応援施策基本方針の概要 

 

１ 趣旨 

平成２５年（２０１３年）の国民生活基礎調査の結果によると日本の子供の相対的貧困率＊は、

１６．３％で、約６人に１人が相対的貧困の状態にあり、先進国の中でも厳しい状況にあります。

平成２７年（２０１５年）の同調査では、１３．９％とやや改善しましたが、同年の生活保護世帯

に属する子供の高等学校等進学率は全世帯より低く、中退率は全世帯の３倍と非常に高くなってい

ます。 

平成２６年（２０１４年）１月には、子供の貧困対策を総合的に推進することを目的に、「子ど

もの貧困対策の推進に関する法律（以下、「法」という。）」が施行され、同年８月には法に基づき、

子供の貧困対策の総合的推進を目的に、「子供の貧困対策に関する大綱（以下、「大綱」という。）」

が閣議決定されました。また、大阪府におきましても、「大阪府子ども総合計画」（平成２７年３月

策定）の中で貧困対策について計画を定め、必要な施策を講ずることとしています。 

 

   こうした国、府の動向を踏まえ、本市においても、子供の将来がその生まれ育った環境によって

左右されることのないよう、また、貧困が世代を超えて連鎖することのないよう、必要な環境整備

と教育の機会均等を図る子供の貧困対策を推進していかなければなりません。 

   本市では、平成２８年度（２０１６年度）に大阪府及び大阪府内各自治体と共同で「子どもの生

活に関する実態調査」を実施しました。その調査結果からは、経済的な要因だけでなく、親の養育

力のなさや地域など家族以外の大人とのつながりの欠如等、複合的な要因から貧困の状況にある子

供と保護者の実情が明らかになりました。 

   広範囲にわたる問題に効果的に支援を行っていくには、子供に関する施策・事業を行う関係部局

が課題を共有し、相互の役割を補完しながら有機的に連携し取り組んでいくことが重要です。   

子供の貧困対策に関する本市の基本的な考え方をまとめ、「吹田市子供の夢・未来応援施策基本

方針」として掲げ、すべての部局が共通認識・目的を持って、子供の貧困対策に資する施策・事業

を総合的に推進していきます。 

また、次期吹田市子ども・子育て支援事業計画の策定において、子供の貧困対策にも対応する計

画として進めていくこととします。 

 

２ 基本的な考え方 

（１）子供の貧困対策の目的 

    必要な環境整備と教育の機会均等を図り、子供の将来がその生まれ育った環境によって左右さ

れることのないよう取り組むことで、すべての吹田の子供たちが夢と希望を持って成長していけ

る地域社会の実現を目指します。 

（２）子供の貧困対策と対象 

     子供の貧困対策は、経済的困窮者への対応だけでなく、子供の健全な育成に必要とされる人的

資源や社会的資源の不足による非経済的困窮者への対応も含め、様々な角度から施策・事業を検

討していく必要があります。 

また、その施策・事業の対象については、柔軟に幅広く捉えねばなりません。 
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（３）子ども・子育て支援事業計画への織り込み 

既存の教育・生活・就労・経済に係る施策・事業について、「子供の貧困対策に資する」とい

う視点で見直し、関連するものを「子供の夢と未来を応援施策」（以下、「応援施策」という。）

と位置付け、国の大綱に沿って体系的に整理し、子供の貧困対策として総合的に推進していきま

す。さらに、社会情勢の変化等を踏まえ、応援施策の実効性がより高まるよう必要に応じ拡充・

見直し等を行っていきます。 

また、次期吹田市子ども・子育て支援事業計画（平成３２年度（２０２０年度）から５年間）

を子供の貧困対策にも対応する計画として策定し、同計画にある他の事業とともに応援施策につ

いても計画的に推進していきます。 

（４）子供の貧困対策の推進にあたって 

子供の貧困対策の推進には、関連する施策・事業の担当だけでなく、すべての職員が「子供の

貧困」を理解するとともに、日頃からそれを意識しながら業務に従事することが必要です。 

子供の夢・未来応援施策基本方針は、今後、全庁が共通認識を持って、子供の貧困対策に一丸

となって取り組んでいくため策定したものです。 

経済的支援、人的支援、社会的支援、その他あらゆる子供の貧困対策に資する支援として実施

する施策・事業の効果が最大限に発揮されるよう、すべての部局が連携・協力して取り組んでい

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊相対的貧困率 

  相対的貧困率は、一定基準（貧困線）を下回る等価可処分所得しか得ていない者の割合をいいます。 

等価可処分所得は、世帯の可処分所得(収入から税金・社会保険料等を除いた収入で、預貯金や固定

資産等は含まない)を世帯人員の平方根で割って調整した所得を指します。 

  また、貧困線は、等価可処分所得の中央値の半分の額です。
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第２章 「吹田市子どもの生活に関する実態調査報告書」の結果から 

 

１ 調査の概要 

（１）調査目的   

本市では、子供や子育てに関する支援策をさらに充実させ、効果的な取組を推進していくため、

子供たちの「今」を把握する必要があると考え、大阪府と共同で小学５年生及び中学２年生とそ

の保護者を対象として、また、独自に５歳児保護者※１を対象として、子どもの生活に関する実態

調査を実施しました。 

なお、大阪府との共同で調査を実施したのは、吹田市を含む１３市町※２です。 

また、大阪府は１３市町を除く３０市町村の住民基本台帳から無作為抽出した８，０００世帯

を対象に平成２８年７月に調査を実施しています。 

 

※１ ５歳児保護者を対象に調査を実施した市町 

    大阪市、吹田市、能勢町、交野市 

※２ 共同で調査を実施した１３市町 

        大阪市、吹田市、豊中市、能勢町、門真市、八尾市、枚方市、交野市、柏原市、 

富田林市、大阪狭山市、和泉市、泉佐野市 

（２）調査対象 

市内の公立学校に在籍する小学５年生３，３２４人とその保護者  ３，３２４人 

市内の公立学校に在籍する中学２年生３，０６３人とその保護者  ３，０６３人 

市内の幼稚園・保育園・認定こども園に在籍する５歳児の保護者  ３，０２７人 

（３）調査方法 

小・中学生とその保護者分は各学校を通して配布し、回収は郵送にて市へ提出。 

５歳児保護者分は幼稚園・保育園・認定こども園を通して配布し、回収は郵送又は園を通して

市へ提出。 

（４）調査実施時期 

平成２８年９月１日～９月２８日 

（５）回収等の状況 

   対 象 配布数(人) 回収数(人) 回収率(%) 

小学５年生 3,324 1,599 48.1 

小学５年生の保護者 3,324 1,601 48.2 

中学２年生 3,063 1,105 36.1 

中学２年生の保護者 3,063 1,115 36.4 

５歳児の保護者 3,027 2,071 68.4 

計 15,801 7,491 47.4 
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２ 困窮度について 

本調査を分析するにあたり、調査対象世帯の保護者が回答した所得のみでは「世帯の困窮の状態」

を測ることができないため、多面的に貧困を測る指標として等価可処分所得と、それを基に４つに

区分した困窮度を用いました。 

本市の等価可処分所得の中央値は３３２万円で、大阪府が調査した３０市町村の２７４万円と比

べて高くなっています。 

また、本市の中央値の半分の額を下回る世帯（困窮度Ⅰ）の割合（＝貧困率）は、１０．９％で、

大阪府内全自治体※の１４．９％より低くなっています。 

   ※大阪府と共同で調査した１３市町のデータと、大阪府が調査した３０市町村のデータを統合し

たものを大阪府内全自治体のデータとします。 

３ 調査結果による本市の総括的現状 

経済的理由で生じた生活上の困難についての質問項目は、現在の日本社会において、「通常であ

れば可能な生活」を基準に設定されており、「どれにも当てはまらない」という回答がその基準を

クリアしている目安となります。 

本調査の回答状況をみると、「経済的な理由による経験」では「１～２１の項目には、どれにも

あてはまらない」は小学５年生の保護者で４割弱、中学２年生の保護者で３割を占めています。 

また、「子どもへの経済的な理由による経験」では、「１～１４の項目には、どれにもあてはまら

ない」は、小学５年生の保護者で７割弱、中学２年生の保護者で６割を占めており、子供への投資

を優先して家計の支出を行っていることが推察されます。 

これらの調査結果から、大阪府内全自治体の調査結果と比較するといずれも上回っているため、

この点だけ捉えると本市は、大阪府内全自治体より「困窮度が低い」というふうに見られます。 

しかし、「食費をきりつめた」、「医療機関を受診できなかった」、「子どもを学習塾に通わせるこ

とができない」、「子どもに新しい服や靴を買えない」等の回答もあり、厳しい生活環境に置かれた

子供たちの存在を認識しなければなりません。 

つまり、本市の特徴は、「子供の貧困の実態がみえにくい状態」ということです。 

貧困の状況にある子供たちに、どのような形でアプローチするのか、実践と研究を重ねる必要が

あります。 

さらに、子供と保護者の心の状態については、大阪府内全自治体より下回っているものがありま

す。これは、経済的豊かさと心の豊かさは必ずしも一致しないということを意味します。 

子供の貧困対策については、経済的困窮の改善だけでなく、非経済的な心の状態の改善について

も取り組まなければならないということを理解しなければなりません。 
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※調査報告書の抜粋を四角で囲み、テーマ毎に見える実態について考察を記載します。 

 

世帯収入額と世帯人数に基づく等価可処分所得 

今回の調査において世帯所得をたずねているが、この回答のみで世帯の困窮の状態を測ることはで

きない。実際の生活上の体験や困りごとを把握するため、多面的に貧困を測る指標として、「等価可処

分所得」およびそれらを基に区分した「困窮度」を用いている。 

国民生活基礎調査における相対的貧困率は、一定基準（貧困線）を下回る等価可処分所得しか得て

いない者の割合をいう。貧困線とは、等価可処分所得（世帯の可処分所得（収入から税金・社会保険

料等を除いたいわゆる手取り収入）を世帯人員の平方根で割って調整した所得）の中央値の半分の額

をいう。算出方法は、OECD（経済協力開発機構）の作成基準に基づく。EU、ユニセフ（ただし、常に

６０％基準採用ではない）は６０％を採用している。  

（以下、一部省略） 

 

 

［本調査による本市の等価可処分所得による困窮度］ 

 

中央値以上 

 

50.5％ 

困窮度Ⅲ 
 

32.8％ 

困窮度Ⅱ 
 

5.8％ 

困窮度Ⅰ  10.9％ 

 

今回の調査による中央値は３３２万円、国の定める基準で行くと相対的貧困率は１０．９％でした。 

また、大阪府内全自治体における相対的貧困率は１４．９％です。 

 

［本調査による困窮度別人数］ 

 

 

 

 

 

 

 
人数(人) ％ 

中央値以上 1,174 50.5 

困窮度Ⅲ 762 32.8 

困窮度Ⅱ 134 5.8 

困窮度Ⅰ 254 10.9 

合 計 2,324 100.0 

等価可処分所得最大値 

中央値 

（端から数えて真ん中に位置する値） 

低
い 

 
  

 
 
 
 
 

高
い 

た
か 

  

中央値の６０％ライン 

中央値の５０％ライン 

等価可処分所得最小値 

困 

窮 

度 
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◇経済的な理由による経験（小中学生保護者回答） 
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【小学５年生の保護者】
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趣味やレジャーの出費を減らした

新しい衣服・靴を買うのを控えた

食費を切りつめた

理髪店・美容院に行く回数を減らした

新聞や雑誌を買うのを控えた

友人・知人との外食を控えた

冷暖房の使用を控えた

鉄道やバスの利用を控え、自転車を使ったり歩

くようにした

生活の見通しがたたなくて不安になったことが

ある

スマートフォンへの切替・利用を断念した

子ども部屋が欲しかったがつくれなかった

金融機関などに借金をしたことがある

国民年金の支払いが滞ったことがある

冠婚葬祭のつきあいを控えた

国民健康保険料の支払いが滞ったことがある

医療機関を受診できなかった

クレジットカードの利用が停止になったことがあ

る

電話（固定・携帯）などの通信料の支払いが

滞ったことがある

家賃や住宅ローンの支払いが滞ったことがある

敷金・保証金等を用意できないので、住み替え・

転居を断念した

電気・ガス・水道などが止められた

１～２１の項目には、どれにもあてはまらない

無回答

吹田市(n=2,716)

大阪府内全自治体(n=49,703)

【保護者全体】
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◇子どもへの経済的な理由による経験（小中学生保護者回答） 

10.1

7.2

6.7

5.9

4.4

3.0

1.7

1.2

1.1

1.1

0.6

0.4

0.2

67.0

15.7

17.3

10.7

11.3

9.2

7.9

4.5

3.9

1.6

1.2

1.6

1.4

1.2

0.5

0.1

57.8

15.1

0 20 40 60 80 100

吹田市(n=1,601)

大阪府内全自治体(n=26,342)

【小学５年生の保護者】

14.9

9.6

8.7

7.1

6.9

2.5

2.5

2.0

1.5

1.3

1.0

0.7

0.6

0.1

60.9

16.3

21.3

12.3

11.6

10.6

10.8

3.7

5.1

2.2

1.8

2.3

1.8

1.9

0.7

0.2

53.2

15.3

0 20 40 60 80 100

吹田市(n=1,115)

大阪府内全自治体(n=23,323)

【中学２年生の保護者】

(%)

12.1

8.2

7.5

6.4

5.4

2.8

2.0

1.5

1.3

1.1

0.8

0.5

0.4

0.0

64.5

15.9

19.2

11.4

11.4

9.8

9.3

4.1

4.5

1.9

1.4

1.9

1.6

1.5

0.6

0.1

55.6

15.2

0 20 40 60 80 100

家族旅行（テーマパークなど日帰りのおで

かけを含む）ができなかった

子どもを学習塾に通わすことができなかっ

た

子どもを習い事に通わすことができなかっ

た

子どもに新しい服や靴を買うことができな

かった

子どもにおこづかいを渡すことができな

かった

子どものための本や絵本が買えなかった

子どもにお年玉をあげることができなかっ

た

子どもの進路を変更した

子どもを医療機関に受診させることができ

なかった

子どもの学校行事などに参加することが

できなかった

子ども会、地域の行事（祭りなど）の活動

に参加することができなかった

子どもの誕生日を祝えなかった

子どもを学校のクラブ活動に参加させられ

なかった

子どもを学校の遠足や修学旅行へ参加さ

せることができなかった

１～14の項目には、どれにもあてはまらな

い

無回答

吹田市(n=2,716)

大阪府内全自治体(n=49,703)

【保護者全体】
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◇子どもへの信頼度（小中学生保護者回答） 

47.5

49.7

48.8

51.0

45.7

48.2

48.7

45.6

47.9

44.9

49.9

46.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【保護者全体】

吹田市(n=2,716)

大阪府内全自治体(n=49,703)

【小学５年生の保護者】

吹田市(n=1,601)

大阪府内全自治体(n=26,342)

【中学２年生の保護者】

吹田市(n=1,115)

大阪府内全自治体(n=23,323)

とても信頼している 信頼している あまり信頼していない

信頼していない 無回答

 

 

◇子どもと会話（小中学生保護者回答） 

66.7

65.5

70.8

69.1

60.8

61.5

30.2

31.0

27.0

28.4

34.7

33.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【保護者全体】

吹田市(n=2,716)

大阪府内全自治体(n=49,703)

【小学５年生の保護者】

吹田市(n=1,601)

大阪府内全自治体(n=26,342)

【中学２年生の保護者】

吹田市(n=1,115)

大阪府内全自治体(n=23,323)

よくする する あまりしない しない 無回答

 

 

◇子どもへの将来の期待（小中学生保護者回答）

21.3

21.7

22.0

23.0

20.2

20.2

66.6

63.5

66.4

63.5

66.8

63.5

9.9

12.3

9.8

11.3

10.1

13.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【保護者全体】

吹田市(n=2,716)

大阪府内全自治体(n=49,703)

【小学５年生の保護者】

吹田市(n=1,601)

大阪府内全自治体(n=26,342)

【中学２年生の保護者】

吹田市(n=1,115)

大阪府内全自治体(n=23,323)

とても期待している 期待している あまり期待していない

期待していない 無回答
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◇大人は信用できる（小中学生回答） 

29.3

28.9

38.1

39.3

16.5

17.3

45.5

43.1

46.4

42.6

44.2

43.6

16.5

16.5

10.6

11.4

25.1

22.4

7.4

9.7

12.6

15.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【全体】

吹田市(n=2,704)

大阪府内全自治体(n=50,106)

【小学５年生】

吹田市(n=1,599)

大阪府内全自治体(n=26,540)

【中学２年生】

吹田市(n=1,105)

大阪府内全自治体(n=23,558)

そう思う どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない そう思わない

無回答

 

 

◇将来の夢や目標を持っている（小中学生回答） 

49.9

53.4

60.4

65.9

34.8

39.2

23.3

21.3

21.5

18.1

26.0

25.0

13.6

12.0

8.7

7.6

20.7

16.9

11.5

11.8

7.6

6.8

17.1

17.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【全体】

吹田市(n=2,704)

大阪府内全自治体(n=50,106)

【小学５年生】

吹田市(n=1,599)

大阪府内全自治体(n=26,540)

【中学２年生】

吹田市(n=1,105)

大阪府内全自治体(n=23,558)

持っている どちらかというと持っている

どちらかというと持っていない 持っていない

無回答

 

 

◇将来のためにも、今、頑張りたい（小中学生回答） 

54.8

57.1

59.0

61.0

48.6

52.7

31.4

28.6

28.2

26.0

35.9

31.6

8.2

7.6

7.4

7.1

9.2

8.2 5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【全体】

吹田市(n=2,704)

大阪府内全自治体(n=50,106)

【小学５年生】

吹田市(n=1,599)

大阪府内全自治体(n=26,540)

【中学２年生】

吹田市(n=1,105)

大阪府内全自治体(n=23,558)

そう思う どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない そう思わない

無回答
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４ 調査結果による本市の側面別現状 

（１）雇用・経済面 

◇困窮度別に見た、経済的な理由による経験（５歳児保護者回答） 

15.7

0.1

0.3

0.3

0.4

0.8

1.2

26.2

15.9

2.7

1.0

4.2

7.4

0.3

0.2

26.3

12.2

12.9

0.4

15.3

4.5

48.5

5.3

36.2

0.4

1.6

1.7

2.6

4.3

2.5

48.7

31.2

7.5

3.3

16.2

15.8

1.2

0.9

44.2

25.5

25.2

1.9

35.2

7.7

21.7

2.0

41.8

2.2

2.2

4.4

5.5

7.7

5.5

54.9

38.5

12.1

7.7

18.7

16.5

2.2

0.0

48.4

27.5

37.4

8.8

34.1

16.5

17.6

3.3

54.7

5.0

5.7

13.2

21.4

10.7

10.7

59.1

40.9

9.4

7.5

31.4

23.9

9.4

7.5

50.3

32.7

39.0

8.2

45.3

18.2

14.5

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食費を切りつめた

電気・ガス・水道などが止められた

医療機関を受診できなかった

国民健康保険料の支払いが滞ったことがある

国民年金の支払いが滞ったことがある

金融機関などに借金をしたことがある

クレジットカードの利用が停止になったことがある

新しい衣服・靴を買うのを控えた

新聞や雑誌を買うのを控えた

スマートフォンへの切替・利用を断念した

冠婚葬祭のつきあいを控えた

生活の見通しがたたなくて不安になったことがある

鉄道やバスの利用を控え、自転車を使ったり歩くように

した

電話（固定・携帯）などの通信料の支払いが滞ったこと

がある

家賃や住宅ローンの支払いが滞ったことがある

趣味やレジャーの出費を減らした

冷暖房の使用を控えた

友人・知人との外食を控えた

敷金・保証金等を用意できないので、住み替え・転居を

断念した

理髪店・美容院に行く回数を減らした

子ども部屋が欲しかったがつくれなかった

１～21の項目には、どれにもあてはまらない

無回答

中央値以上(n=954) 困窮度Ⅲ(n=690)

困窮度Ⅱ(n=91) 困窮度Ⅰ(n=159)
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◇困窮度別に見た、経済的な理由による経験（小中学生保護者回答） 

18.1

0.0

0.4

0.1

0.5

2.0

0.9

23.5

13.2

4.2

1.1

4.2

9.0

0.4

0.3

25.6

12.8

12.1

0.3

15.8

3.2

46.6

7.2

34.5

0.1

1.7

1.3

3.1

6.2

2.1

41.3

23.5

7.6

2.9

11.4

15.0

2.1

1.2

42.8

23.2

23.2

1.3

29.4

7.2

27.6

3.1

56.7

0.0

8.2

6.7

12.7

7.5

4.5

53.7

38.8

13.4

7.5

26.9

25.4

3.0

3.0

59.0

39.6

41.8

6.0

47.0

14.9

14.9

0.7

61.8

3.9

8.3

10.6

15.4

11.0

5.9

68.5

43.3

14.2

9.1

43.3

29.5

5.9

10.2

65.4

39.8

47.6

7.1

51.2

18.9

5.9

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食費を切りつめた

電気・ガス・水道などが止められた

医療機関を受診できなかった

国民健康保険料の支払いが滞ったことがある

国民年金の支払いが滞ったことがある

金融機関などに借金をしたことがある

クレジットカードの利用が停止になったことがある

新しい衣服・靴を買うのを控えた

新聞や雑誌を買うのを控えた

スマートフォンへの切替・利用を断念した

冠婚葬祭のつきあいを控えた

生活の見通しがたたなくて不安になったことがある

鉄道やバスの利用を控え、自転車を使ったり歩くように

した

電話（固定・携帯）などの通信料の支払いが滞ったこと

がある

家賃や住宅ローンの支払いが滞ったことがある

趣味やレジャーの出費を減らした

冷暖房の使用を控えた

友人・知人との外食を控えた

敷金・保証金等を用意できないので、住み替え・転居を

断念した

理髪店・美容院に行く回数を減らした

子ども部屋が欲しかったがつくれなかった

１～２１の項目には、どれにもあてはまらない

無回答

中央値以上(n=1,174) 困窮度Ⅲ(n=762)

困窮度Ⅱ(n=134) 困窮度Ⅰ(n=254)
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＜経済状況についての考察＞ 

＊何かを控えたりあきらめたりした経験について、「どれにもあてはまらない」という回答は、困窮

度が高まるにつれ減少しており、生活を送る上で大きな格差の存在が認められます。 

＊困窮度が高まるにつれ食費を切りつめる世帯が多く、子供の健全な成長に影響を与えています。 

＊ライフラインの停止や医療機関に受診できない等、優先的に支援すべき厳しい世帯の存在が明らか

になりました。 

＊「生活の見通しがたたなくて不安になったことがある」という回答が、中央値以上の世帯に比べて、

困窮度Ⅰの世帯では高い数値を示していることからも、経済状況の悪化が親の心理的な面に深い影

響を与えていることがわかります。 

 

 

◇世帯構成まとめ（５歳児保護者回答）

92.7

86.9

6.2

11.9

0.9

0.9

0.2

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

吹田市５歳児(n=2,056)

５歳児全体（４市町合計）(n=17,081)

ふたり親世帯 母子世帯 父子世帯 その他世帯

 

 

◇世帯構成まとめ（小中学生保護者回答） 

 

 

◇困窮度別に見た、生計の支えとなる人（小中学生保護者回答） 

60

48

13

99

1072

682

114

138

0

4

0

4

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

1

1

39

26

5

9

3

1

1

3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,174)

困窮度Ⅲ(n=762)

困窮度Ⅱ(n=134)

困窮度Ⅰ(n=254)

お母さん お父さん おじいさん、おばあさん

兄・姉 おじ・おばなど親戚 その他の人

複数選択 無回答

 

 

   

90.3

81.2

8.2

16.3

0.9

1.7

0.6

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

吹田市(n=2,690)

大阪府内全自治体(n=48,649)

ふたり親世帯 母子世帯 父子世帯 その他世帯
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◇困窮度別に見た、世帯員の構成（５歳児保護者回答） 

918

657

77

100

7

8

2

1

23

22

12

54

0

1

0

4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=948)

困窮度Ⅲ(n=688)

困窮度Ⅱ(n=91)

困窮度Ⅰ(n=159)

ふたり親世帯 父子世帯 母子世帯 その他世帯

 

 

◇困窮度別に見た、世帯員の構成（小中学生保護者回答） 

1115

702

115

153

8

9

3

0

41

45

15

95

0

2

0

4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,164)

困窮度Ⅲ(n=758)

困窮度Ⅱ(n=133)

困窮度Ⅰ(n=252)

ふたり親世帯 父子世帯 母子世帯 その他世帯

 

 

◇世帯構成別に見た家計状況（５歳児保護者回答） 

991

11

33

0

539

4

45

2

288

3

44

2

79

0

6

1

8

0

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ふたり親世帯(n=1,905)

父子世帯(n=18)

母子世帯(n=128)

その他世帯(n=5)

貯蓄ができている 赤字でもなく黒字でもない 赤字である わからない 無回答
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◇世帯構成別に見た家計状況（小中学生保護者回答）

1351

10

73

3

585

7

57

8

367

6

77

3

106

1

11

2

21

0

2

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ふたり親世帯(n=2,430)

父子世帯(n=24)

母子世帯(n=220)

その他世帯(n=16)

貯蓄ができている 赤字でもなく黒字でもない 赤字である わからない 無回答

 

 

＜世帯別の経済状況についての考察＞ 

＊ふたり親世帯でも中央値以下に属する世帯が少なからずみられます。 

＊困窮度Ⅰの世帯では、「生計の支えとなる人」が母親の割合が高く、母子世帯が多く含まれている

ことが推測されます。 

＊困窮度Ⅰの世帯では、母子世帯が占める割合が急激に増加しています。 

＊母子世帯の家計状況は、ふたり親世帯、父子世帯に比べて「貯蓄ができている」は少なく、「赤字

である」が多く非常に家計が厳しいことがわかります。 

 

 

◇困窮度別に見た就労状況（小中学生保護者回答） 

1029

650

98

116

56

39

11

40

2

8

7

54

1

4

1

8

5

1

2

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,093)

困窮度Ⅲ(n=702)

困窮度Ⅱ(n=119)

困窮度Ⅰ(n=220)

正規群 自営群 非正規群 無業 その他
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◇世帯構成別に見た就労状況（５歳児保護者回答） 

1524

12

59

2

101

2

3

1

19

0

28

1

7

0

2

0

5

0

3

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ふたり親世帯(n=1,656)

父子世帯(n=14)

母子世帯(n=95)

その他世帯(n=4)

正規群 自営群 非正規群 無業 その他

 

 

◇世帯構成別に見た就労状況（小中学生保護者回答）

2012

18

114

4

176

3

11

0

27

0

46

2

6

0

9

2

11

0

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ふたり親世帯(n=2,232)

父子世帯(n=21)

母子世帯(n=180)

その他世帯(n=8)

正規群 自営群 非正規群 無業 その他

 

 

◇就労状況別に見た、子どものための貯蓄（５歳児保護者回答） 

1277

71

23

7

5

321

34

25

2

3

4

3

0

0

0

4

0

0

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規群(n=1,606)

自営群(n=108)

非正規群(n=48)

無業(n=9)

その他(n=8)

貯蓄をしている 貯蓄をしたいが、できていない 貯蓄をするつもりはない 無回答
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◇就労状況別に見た家計状況（小中学生保護者回答） 

1227

90

11

4

5

511

49

22

4

3

331

32

38

8

4

81

18

5

1

0

10

2

0

1

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規群(n=2,160)

自営群(n=191)

非正規群(n=76)

無業(n=18)

その他(n=12)

貯蓄ができている 赤字でもなく黒字でもない 赤字である わからない 無回答

 

 

＜就労状況についての考察＞ 

＊母子世帯は、他の世帯に比べて非正規雇用の割合が特に多くなっています。 

＊５歳児保護者の「就労状況別に見た子どものための貯蓄」では、正規群の２０．０%、自営群の 

３１．５%が、貯蓄ができていないに対して非正規群は５２．１%にも達します。 

＊小中学生保護者の「就労状況別に見た子どものための貯蓄」では、正規群の５６．８％の世帯が貯

蓄ができていると回答しているのに対して、非正規群では貯蓄ができている世帯は１４．５％に止

まっており、５０．０％が赤字であると回答しています。 

＊非正規群は、子供の将来に備えての貯蓄ができていない世帯が多く、子供の成長に伴って負担が増

す教育費が不足し、貧困の連鎖に繋がっていると考えられます。 

 

 

◇初めて親となった年齢別に見た就労状況（５歳児保護者のうち母親回答） 

8

777

554

4

53

36

4

25

8

1

5

2

0

6

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10代(n=17)

20～30歳(n=866)

31歳以上(n=601)

正規群 自営群 非正規群 無業 その他
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◇初めて親となった年齢別に見た就労状況（小中学生保護者のうち母親回答） 

18

1220

723

1

111

66

2

50

17

0

13

3

0

7

5

60% 80% 100%

10代(n=21)

20～30歳(n=1,401)

31歳以上(n=814)

正規群 自営群 非正規群 無業 その他

 

 

＜初めて親となった年齢別の就労状況についての考察＞ 

＊１０代で初めて親となった保護者は他に比べて非正規雇用の割合が高くなっています。 

 

 

◇養育費（５歳児保護者のうち母子世帯回答） 

18.8

11.6

7.0 47.7

50.2

26.6

33.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

吹田市５歳児(n=128)

５歳児全体（４市町合計）(n=2,040)

受けている 受けたことがある 受けたことはない 無回答

 

 

◇養育費（小中学生保護者のうち母子世帯回答）

18.2

11.0

20.0

11.5

16.2

10.5

7.7

5.3

7.8

7.6

5.7

49.1

48.0

47.8

48.2

50.5

47.8

25.0

35.7

24.3

35.4

25.7

36.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【保護者全体】

吹田市(n=220)

大阪府内全自治体(n=7,923)

【小学５年生の保護者】

吹田市(n=115)

大阪府内全自治体(n=3,866)

【中学２年生の保護者】

吹田市(n=105)

大阪府内全自治体(n=4,052)

受けている 受けたことがある 受けたことはない 無回答
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◇困窮度別に見た養育費（５歳児保護者回答） 

5

6

5

12

1

2

1

11

763

507

56

102

185

175

29

34

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=954)

困窮度Ⅲ(n=690)

困窮度Ⅱ(n=91)

困窮度Ⅰ(n=159)

受けている 受けたことがある 受けたことはない 無回答

 

 

 ◇困窮度別に見た養育費（小中学生保護者回答） 

6

11

4

19

6

4

3

10

891

545

85

143

271

202

42

82

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,174)

困窮度Ⅲ(n=762)

困窮度Ⅱ(n=134)

困窮度Ⅰ(n=254)

受けている 受けたことがある 受けたことはない 無回答

 

 

◇上記困窮度別に見た養育費（小中学生保護者回答）の補足図. 困窮度別に見た養育費（小中学生ひとり親回答） 

4

11

4

18

2

3

3

6

30

25

8

47

13

15

3

24

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中央値以上
(n=49)

困窮度Ⅲ
(n=54)

困窮度Ⅱ
(n=18)

困窮度Ⅰ
(n=95)

受けている 受けたことがある 受けたことはない 無回答
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◇養育費受給別に見た就労状況（５歳児保護者のうち母子世帯回答） 

8

2

32

1

0

1

10

3

10

0

0

2

0

0

3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

養育費：受けている(n=19)

受けたことがある(n=5)

受けたことはない(n=48)

正規群 自営群 非正規群 無業 その他

 

 

◇養育費受給別に見た、心の状態（将来への希望）（５歳児保護者のうち母子世帯回答）

10

2

10

9

6

35

4

1

10

1

0

6

0

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

養育費：受けている(n=24)

受けたことがある(n=9)

受けたことはない(n=61)

希望が持てる 希望が持てるときもあれば、持てないときもある
希望が持てない わからない
無回答

 

 

＜養育費についての考察＞ 

＊養育費を受けたことがない母子世帯は半数前後にまで達しています。とりわけ、小中学生ひとり親

では、困窮度Ⅰの世帯の４９．５％が養育費を受けたことがない事態は深刻です。 

＊養育費を受けたことはない非正規群は２０．８％あります。 

＊養育費を受けると将来に希望が持て家庭の安定につながります。 
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（２）学習環境面 

 

◇困窮度別に見た、子どもへの経済的な理由による経験（５歳児保護者回答）

0.1

0.9

0.9

1.7

0.0

2.7

0.2

0.6

0.1

0.6

0.0

0.1

3.7

83.1

10.2

0.4

5.4

2.9

7.0

0.1

13.5

1.2

7.7

0.0

2.6

0.4

0.7

14.3

65.7

9.7

0.0

5.5

2.2

8.8

0.0

19.8

5.5

9.9

1.1

6.6

1.1

2.2

20.9

59.3

6.6

1.3

9.4

13.2

18.2

0.0

27.7

0.6

18.2

1.9

15.1

1.3

2.5

27.0

44.0

7.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どもを医療機関に受診させることができなかった

子どものための本や絵本が買えなかった

子どもにおこづかいを渡すことができなかった

子どもに新しい服や靴を買うことができなかった

子どもを遠足へ参加させることができなかった

子どもを習い事に通わせることができなかった

子どもをクラブに参加させられなかった

子どもを学習塾に通わせることができなかった（通信制

の幼児教育教材を含む）

子どもの誕生日を祝えなかった

子どもにお年玉をあげることができなかった

子どもの保育所（園）、幼稚園などの通園施設の行事な

どに参加することができなかった

子ども会、地域の行事（祭りなど）の活動に参加するこ

とができなかった

家族旅行（テーマパークなど日帰りのおでかけを含む）

ができなかった

１～13の項目には、どれにもあてはまらない

無回答

中央値以上(n=954) 困窮度Ⅲ(n=690)

困窮度Ⅱ(n=91) 困窮度Ⅰ(n=159)
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◇困窮度別に見た、子どもへの経済的な理由による経験（小中学生保護者回答） 

0.3

0.6

0.5

1.1

1.5

0.0

2.2

0.0

1.7

0.0

0.2

0.2

0.1

4.0

75.0

18.1

0.8

0.9

2.6

5.1

6.8

0.0

6.2

0.1

8.9

0.3

2.5

0.7

0.4

13.1

63.3

14.4

4.5

6.7

11.2

16.4

15.7

0.0

22.4

2.2

25.4

2.2

2.2

2.2

3.0

23.9

50.0

6.7

6.3

4.7

11.0

21.7

23.2

0.4

27.2

1.6

30.7

2.8

10.2

6.7

4.7

39.8

31.1

11.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どもを医療機関に受診させることができなかった

子どもの進路を変更した

子どものための本や絵本が買えなかった

子どもにおこづかいを渡すことができなかった

子どもに新しい服や靴を買うことができなかった

子どもを学校の遠足や修学旅行へ参加させることがで

きなかった

子どもを習い事に通わすことができなかった

子どもを学校のクラブ活動に参加させられなかった

子どもを学習塾に通わすことができなかった

子どもの誕生日を祝えなかった

子どもにお年玉をあげることができなかった

子どもの学校行事などに参加することができなかった

子ども会、地域の行事（祭りなど）の活動に参加するこ

とができなかった

家族旅行（テーマパークなど日帰りのおでかけを含む）

ができなかった

１～14の項目には、どれにもあてはまらない

無回答

中央値以上(n=1,174) 困窮度Ⅲ(n=762)

困窮度Ⅱ(n=134) 困窮度Ⅰ(n=254)
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◇困窮度別に見た、子どものための貯蓄（５歳児保護者回答） 

853

495

54

77

99

192

36

81

2

2

1

0

0

1

0

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=954)

困窮度Ⅲ(n=690)

困窮度Ⅱ(n=91)

困窮度Ⅰ(n=159)

貯蓄をしている 貯蓄をしたいが、できていない 貯蓄をするつもりはない 無回答

 

 

◇困窮度別に見た、子どものための貯蓄（小中学生保護者回答） 

1029

554

60

87

141

205

74

165

3

1

0

0

1

2

0

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,174)

困窮度Ⅲ(n=762)

困窮度Ⅱ(n=134)

困窮度Ⅰ(n=254)

貯蓄をしている 貯蓄をしたいが、できていない 貯蓄をするつもりはない 無回答

 

 

＜経済的状況が与える子供への影響についての考察＞ 

＊何かを控えたりあきらめたりした経験について、「どれにもあてはまらない」という回答は、困窮

度が高まるにつれ減少しており、経済状況の悪化による影響が子供に及んでいます。 

＊学習面での機会の差は顕著です。小中学生保護者の「子どもを習い事に通わすことができなかった」

という回答は、中央値以上の世帯では２．２％であるのに対して、困窮度Ⅰの世帯では２７．２％、

また、「子どもを学習塾に通わすことができなかった」では中央値以上の世帯が１．７％であるの

に対して、困窮度Ⅰの世帯では３０．７％に上ります。 

＊子供の学習面について、困窮度が高まるにつれ「習い事、学習塾」に通わせることができなかった

が増え、学校以外で培われる学力形成に大きな差が生じています。 

＊５歳児保護者回答から困窮世帯について、幼児教育の面でも中央値以上の世帯との差が生じている

ことがわかります。 

＊子供の地域行事の参加にも貧困の影響が及んでおり、子供のコミュニティ形成に格差が生じて地域

から孤立するおそれがあります。 

＊困窮度が高まるにつれ「家族旅行ができなかった」が増え、学校外での子供の多様な「体験」の有

無の格差が生じています。 
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＊困窮度が高まるにつれ、子供の将来の学費等に備える貯蓄ができない世帯が増え、貧困の連鎖に繋

がっています。 

＊困窮度Ⅰの世帯について、５歳児保護者に比べて小中学生保護者のほうが貯蓄できている割合が少

ないことから、子供の成長に伴う経済的負担がより深刻になっています。 

 

 

◇困窮度別に見た、毎日の生活で楽しいこと（小中学生回答） 

64.5

85.8

61.3

42.2

21.7

33.2

0.4

13.6

0.8

65.0

86.4

62.4

39.6

23.4

31.8

1.5

12.4

0.3

67.2

82.4

57.3

34.4

24.4

25.2

1.5

14.5

1.5

59.4

80.5

51.8

46.2

20.3

21.1

2.0

15.5

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

おうちの人と一緒に過ごしているとき

ともだちと一緒に過ごしているとき

学校生活やクラブ活動に参加しているとき

ひとりで過ごしているとき

今、住んでいる地域の行事に参加しているとき

塾や習い事で過ごしているとき

特に楽しいと思うときはない

その他

無回答

中央値以上(n=1,167) 困窮度Ⅲ(n=752)

困窮度Ⅱ(n=131) 困窮度Ⅰ(n=251)

 

 

＜貧困が子供の日常の過ごし方に与える影響についての考察＞ 

＊困窮度Ⅰの世帯では「おうちの人と一緒に過ごしている」のが少なくなっています。 

＊困窮度Ⅰの世帯で「ひとりで過ごしている」を回答している割合が高くなっています。 

＊困窮度が高まるにつれ、「塾や習い事で過ごしているとき」が減少しています。 
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◇ 困窮度別に見た、悩んでいること（小中学生回答）

8.3

20.3

12.3

12.9

13.0

6.0

16.9

6.7

41.9

9.4

2.8

6.3

21.9

12.8

16.1

14.1

6.1

16.8

6.5

40.2

12.8

2.5

9.2

22.9

17.6

16.8

8.4

8.4

17.6

4.6

42.7

4.6

6.1

9.6

33.1

10.0

23.5

21.1

8.4

15.9

6.4

27.1

13.1

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

おうちのこと

学校や勉強のこと

クラブ活動のこと

自分のこと（外見や体型など）

ともだちのこと

好きな人のこと

進学・進路のこと

その他のこと

いやなことや悩んでいることはない

わからない

無回答

中央値以上(n=1,167) 困窮度Ⅲ(n=752)

困窮度Ⅱ(n=131) 困窮度Ⅰ(n=251)

 

 

＜子供の悩みについての考察＞ 

＊困窮度Ⅰの世帯は、「いやなことや悩んでいることはない」と答えた割合が他に比べて少なく、困

窮が特に厳しい世帯ほど、心理面でも深刻な状態に置かれているのがわかります。 

＊困窮度Ⅰの世帯は、「学校や勉強のこと」を回答してる割合が高くなっています。 
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◇困窮度別に見た、授業以外の勉強時間（小中学生回答） 

28

41

11

22

117

75

17

41

257

187

41

69

377

244

32

68

209

111

16

21

117

33

7

10

54

50

7

17

8

11

0

3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,167)

困窮度Ⅲ(n=752)

困窮度Ⅱ(n=131)

困窮度Ⅰ(n=251)

まったくしない 30分より少ない 30分以上、1時間より少ない

1時間以上、2時間より少ない 2時間以上、3時間より少ない 3時間以上

わからない 無回答

 

 

◇困窮度別に見た、保護者と子どもの関わり(おうちの大人に宿題をみてもらうか）(小中学生回答） 

167

103

17

31

74

51

8

16

108

64

11

19

109

53

9

18

94

61

10

16

316

223

42

82

289

192

32

66

10

5

2

3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,167)

困窮度Ⅲ(n=752)

困窮度Ⅱ(n=131)

困窮度Ⅰ(n=251)

ほとんど毎日 週に４～５回 週に２～３回 週に１回程度

月に１～２回 ほとんどない まったくない 無回答
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◇困窮度別に見た、学習理解度（小中学生回答）

380

152

21

45

670

484

77

154

79

72

20

35

11

15

6

6

15

16

4

4

12

13

3

7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,167)

困窮度Ⅲ(n=752)

困窮度Ⅱ(n=131)

困窮度Ⅰ(n=251)

よくわかる だいたいわかる あまりわからない

ほとんどわからない わからない 無回答

 

 ＜子供の学習環境についての考察＞ 

＊困窮度が高まるにつれて、1日当たりの勉強時間に関し「まったくしない」「３０分より少ない」

と回答する子供の割合は増加し（中央値以上の世帯では１２．４％、困窮度Ⅰの世帯では 

２５．１％）、それに関連して学校の勉強について「よくわかる」と回答する子供の割合が減少

傾向を示しています。（中央値以上の世帯では３２．６％、困窮度Ⅰの世帯では１７．９％） 

＊困窮度が高まるにつれ、家の大人に宿題をみてもらう時間と授業以外の勉強時間が少なくなって

います。落ち着いて学習できる家庭環境が確保されていない可能性があります。 

 

 

◇困窮度別に見た、希望する進学先（小中学生回答） 

3

3

2

1

39

49

20

43

609

350

48

91

103

43

8

15

45

30

6

9

135

110

19

36

133

98

18

34

73

61

8

19

27

8

2

3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,167)

困窮度Ⅲ(n=752)

困窮度Ⅱ(n=131)

困窮度Ⅰ(n=251)

中学校 高校 大学・短期大学
大学院 留学 専門学校
考えたことがない わからない 無回答
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◇困窮度別に見た、子どもの進学予測（子どもの進学について保護者がどこまで希望しているか） 

(小中学生保護者回答）

1

1

0

1

20

46

23

41

965

579

85

150

63

12

0

2

38

15

2

8

22

44

8

29

6

7

3

1

57

58

13

21

2

0

0

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,174)

困窮度Ⅲ(n=762)

困窮度Ⅱ(n=134)

困窮度Ⅰ(n=254)

中学校 高校 大学・短期大学

大学院 留学 専門学校・高等専門学校

考えたことがない わからない 無回答

 

 

◇困窮度別に見た、子どもの進学達成予測（子どもが保護者の希望どおりの学校まで進むことになるか）

（小中学生保護者回答） 

774

394

62

108

17

24

8

22

380

342

63

124

3

2

1

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,174)

困窮度Ⅲ(n=762)

困窮度Ⅱ(n=134)

困窮度Ⅰ(n=254)

思う 思わない わからない 無回答
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◇困窮度別に見た、子どもの進学達成「思わない」理由（小中学生保護者回答） 

23.5

64.7

17.6

5.9

17.6

0.0

12.5

70.8

20.8

0.0

8.3

4.2

12.5

75.0

37.5

12.5

0.0

0.0

4.5

63.6

45.5

13.6

0.0

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

お子さんの希望と異なるから

お子さんの学力から考えて

経済的な余裕がないから

その他

特に理由はない

無回答

中央値以上(n=17) 困窮度Ⅲ(n=24)

困窮度Ⅱ(n=8) 困窮度Ⅰ(n=22)

 

 

＜子供の進路についての考察＞ 

＊困窮度が高まるにつれて「高校」までと回答する子供が増加し、保護者も同様の回答をしています。 

＊困窮度Ⅰの世帯では、「経済的な余裕がないから」と回答した親が多く、経済状況の悪化がもたら

す学歴格差につながっています。 

 

 

◇困窮度別に見た、学校への遅刻（小中学生回答） 

21

15

2

7

3

7

0

1

6

5

1

4

20

16

5

11

1090

691

117

218

27

18

6

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,167)

困窮度Ⅲ(n=752)

困窮度Ⅱ(n=131)

困窮度Ⅰ(n=251)

毎日またはほとんど毎日 週に４～５回 週に２～３回

週に１回程度 遅刻はしない 無回答
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◇学校への遅刻別に見た、保護者と子どもの関わり（子どもへの信頼度）（小中学生保護者回答） 

1185

56

1194

82

68

12

1

1

12

3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

遅刻はしない(n=2,460)

週１回以上遅刻する(n=154)

とても信頼している 信頼している あまり信頼していない 信頼していない 無回答

 

 

◇学校への遅刻別に見た、保護者と子どもの関わり（おうちの大人と朝食を食べるか）（小中学生回答） 

1352

64

185

9

260

26

124

6

44

5

295

22

208

24

9

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

遅刻はしない(n=2,477)

週１回以上遅刻する(n=156)

ほとんど毎日 週に４～５回 週に２～３回 週に１回程度

月に１～２回 ほとんどない まったくない 無回答

 

 

◇学校への遅刻別に見た、保護者と子どもの関わり（おうちの大人に宿題をみてもらうか）（小中学生回答） 

341

23

160

6

216

12

207

11

185

14

729

40

625

48

14

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

遅刻はしない(n=2,477)

週１回以上遅刻する(n=156)

ほとんど毎日 週に４～５回 週に２～３回 週に１回程度

月に１～２回 ほとんどない まったくない 無回答
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◇学校への遅刻別に見た、保護者と子どもの関わり（おうちの大人と遊んだり、体を動かすか）（小中学生回答） 

330

21

130

4

299

13

349

16

379

22

618

39

355

38

17

3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

遅刻はしない(n=2,477)

週１回以上遅刻する(n=156)

ほとんど毎日 週に４～５回 週に２～３回 週に１回程度

月に１～２回 ほとんどない まったくない 無回答

 

 

＜子供の通学状況（遅刻）についての考察＞ 

＊困窮度が高まるにつれて「週に１回以上遅刻をする子供」の割合が増えています。 

＊子供の遅刻について、「週１回以上遅刻する子供」に着目すると、保護者と子供の関わりで、朝食

を一緒に食べたり、宿題を見てもらったり、一緒に遊んだりしたりすることが「まったくない」と

回答する割合が「遅刻はしない子供」に比べ高くなっています。 

＊「遅刻はしない子供」を持つ保護者は「週１回以上遅刻する」子供を持つ保護者に比べ、「とても

信頼している」と回答する割合が高くなっています。 

 

 

 ◇困窮度別に見た、子どもの通学状況（小中学生保護者回答） 

1147

741

133

237

23

16

0

10

1

1

0

3

2

4

0

1

1

0

1

1

0

0

0

0

0

0

0

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,174)

困窮度Ⅲ(n=762)

困窮度Ⅱ(n=134)

困窮度Ⅰ(n=254)

ほぼ毎日通っている 欠席は年間30日未満である
欠席が年間30日以上、60日未満である 欠席が年間60日以上、1年未満である
欠席が1年以上続いている わからない
無回答
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◇登校状況別に見た、悩んでいること（小中学生回答） 

7.7

21.7

12.0

15.2

13.5

6.4

16.5

6.3

39.7

11.2

2.9

16.0

64.0

16.0

40.0

28.0

4.0

48.0

24.0

20.0

4.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

おうちのこと

学校や勉強のこと

クラブ活動のこと

自分のこと（外見や体型など）

ともだちのこと

好きな人のこと

進学・進路のこと

その他のこと

いやなことや悩んでいることはない

わからない

無回答

不登校ではない（年間30日未満の欠席）(n=2,652)

不登校（年間30日以上の欠席）(n=25)

 

 

◇登校状況別に見た、子どもの自己効力感（セルフ・エフィカシー）（小中学生回答） 

18.8

15.0

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24

不登校ではない（年間30日未満の欠席）
(n=2,562)

不登校（年間30日以上の欠席）(n=24)

 

 

◇登校状況別に見た、「悩んだときの対処を教えてくれる人」がいない割合（小中学生回答） 

2.8

16.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

誰もいない

不登校ではない（年間30日未満の欠席）(n=2,652)

不登校（年間30日以上の欠席）(n=25)

 

 

＜子供の通学状況（不登校）についての考察＞ 

＊不登校の子供はそうでない子供よりも、学校や勉強、自分のこと、おうちのこと、進学・進路の

こと等、多岐にわたって悩む割合が高く、自己効力感（セルフ・エフィカシ―）も低くなってい

ます。さらに「悩んだときの対処を教えてくれる人」がいない割合を見ると、「不登校」では 

１６．０％に上ります。 
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◇困窮度別に見た、朝食の頻度（小中学生回答） 

1120

711

122

220

20

23

2

14

17

5

4

6

4

4

2

5

5

8

1

5

1

1

0

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,167)

困窮度Ⅲ(n=752)

困窮度Ⅱ(n=131)

困窮度Ⅰ(n=251)

毎日またはほとんど毎日 週に4～5回 週に2～3回 週に1回程度 食べない 無回答

 

 

◇朝食の頻度別に見た、授業以外の勉強時間（小中学生回答） 

93

30

286

18

627

28

804

36

396

12

187

6

133

17

24

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

毎日またはほとんど毎日(n=2,550)

週５回以下(n=149)

まったくしない 30分より少ない 30分以上、1時間より少ない
1時間以上、2時間より少ない 2時間以上、3時間より少ない 3時間以上
わからない 無回答

 

 

＜子供の食生活（朝食）についての考察＞ 

＊困窮度が高くなるにしたがい、「毎日またはほとんど毎日」朝食を食べる頻度が低くなっています。 

＊困窮度Ⅰの世帯では、１２．４%が「毎日またはほとんど毎日」朝食をとっていないと回答してい

ます。 

＊授業以外の勉強時間が「まったくしない」「３０分より少ない」子供のうち、「毎日またはほとんど

毎日朝食を食べている」子供は１４．９%、週５回以下しか朝食を食べていない子供は３２．２％

です。 
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◇困窮度別に見た、保護者の在宅時間（小中学生保護者回答） 

709

484

78

113

401

236

48

99

42

24

5

28

2

5

0

1

16

12

1

8

3

1

2

5

1

0

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,174)

困窮度Ⅲ(n=762)

困窮度Ⅱ(n=134)

困窮度Ⅰ(n=254)

お子さんの学校からの帰宅時間には家にいる お子さんの夕食時間には家にいる
お子さんの寝る時間には家にいる お子さんが寝た後に帰ってくる
保護者の方の帰宅時間が決まっていない その他
無回答

 

 

◇困窮度別に見た、保護者と子どもの関わり（子どもと会話）（小中学生保護者回答） 

828

494

89

148

320

242

39

98

24

23

6

8

0

1

0

0

2

2

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,174)

困窮度Ⅲ(n=762)

困窮度Ⅱ(n=134)

困窮度Ⅰ(n=254)

よくする する あまりしない しない 無回答

 

  

◇困窮度別に見た、保護者と子どもの関わり（おうちの大人と朝食を食べるか）（小中学生回答）

649

395

65

125

90

40

11

15

123

94

17

22

52

44

6

11

21

11

1

10

137

99

14

32

87

67

14

34

8

2

3

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,167)

困窮度Ⅲ(n=752)

困窮度Ⅱ(n=131)

困窮度Ⅰ(n=251)

ほとんど毎日 週に４～５回 週に２～３回 週に１回程度

月に１～２回 ほとんどない まったくない 無回答
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◇困窮度別に見た、保護者と子どもの関わり（おうちの大人と夕食を食べるか）（小中学生回答） 

923

630

114

188

134

53

5

24

64

42

7

19

9

13

3

2

2

3

0

4

18

6

1

7

11

4

0

5

6

1

1

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,167)

困窮度Ⅲ(n=752)

困窮度Ⅱ(n=131)

困窮度Ⅰ(n=251)

ほとんど毎日 週に４～５回 週に２～３回 週に１回程度

月に１～２回 ほとんどない まったくない 無回答

 

 

◇困窮度別に見た、放課後一緒に過ごす人（小中学生回答）

64.4

43.6

24.6

56.8

44.2

12.4

20.7

2.3

0.5

65.7

49.3

21.4

62.2

43.6

9.8

19.5

1.9

0.3

62.6

53.4

20.6

55.7

43.5

6.9

14.5

0.8

0.8

57.0

47.4

14.7

56.6

38.2

6.0

27.5

1.6

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

おうちの大人の人（お母さん・お父さん・おばあちゃん・

おじいちゃん・親せきなど）

きょうだい

おうちの人以外の大人（近所の大人、塾や習いごとの

先生など）

学校のともだち

クラブ活動の仲間

学校以外のともだち（地域のスポーツクラブ、近所のと

もだちなど）

ひとりでいる

その他の人

無回答

中央値以上(n=1,167) 困窮度Ⅲ(n=752)

困窮度Ⅱ(n=131) 困窮度Ⅰ(n=251)
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◇ 困窮度別に見た、子どもと過ごす時間が長い人（小中学生保護者回答） 

90.0

11.3

5.9

2.3

20.6

25.7

0.2

0.3

1.5

0.0

3.7

1.4

0.0

90.7

8.9

7.3

3.1

19.7

36.1

0.1

0.7

1.2

0.1

1.4

1.3

0.0

85.8

12.7

8.2

0.7

32.1

44.0

1.5

0.7

2.2

0.0

3.7

3.0

0.0

81.5

10.2

13.4

5.1

22.0

33.9

1.6

0.8

2.0

0.0

6.3

2.4

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

お母さん

お父さん

おばあさん

おじいさん

兄・姉

弟・妹

おじ、おばなど親戚

近所の人

学童保育の指導員

ファミリーサポートセンター会員

お子さんがひとりでいる

その他の人

無回答

中央値以上(n=1,174) 困窮度Ⅲ(n=762)

困窮度Ⅱ(n=134) 困窮度Ⅰ(n=254)

 

 

＜子供の居場所についての考察＞ 

＊困窮度Ⅰの世帯では、５５．５％が子供の帰宅時間に保護者が家にいない留守家庭となっています。 

＊困窮度Ⅰの世帯の子供が放課後ひとりでいる割合が特に多くなっています。また、おうちの人以外

の大人と過ごす機会が少なくなっています。 

＊放課後、自分の子供がひとりで過ごしていると考えている保護者は１．４％～６．３％ですが、実

際はひとりでいると答えた子供は１４．５％～２７．５％に上り、困窮度を問わず保護者の認識と

子供の実態が乖離しています。 

＊困窮度が高まるにつれて親と朝食をまったく食べていない子供が増加します。 
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（３）生活・健康面 

 

◇困窮度別に見た、心の状態（生活を楽しんでいるか）（５歳児保護者回答） 

255

144

28

29

563

421

50

86

81

68

8

27

8

14

0

8

46

42

5

7

1

1

0

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=954)

困窮度Ⅲ(n=690)

困窮度Ⅱ(n=91)

困窮度Ⅰ(n=159)

とても楽しんでいる 楽しんでいる あまり楽しんでいない

楽しんでいない わからない 無回答

 

 

◇困窮度別に見た、心の状態（生活を楽しんでいるか）（小中学生保護者回答） 

253

113

17

28

705

442

68

122

136

130

31

58

22

24

4

15

53

53

14

29

5

0

0

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,174)

困窮度Ⅲ(n=762)

困窮度Ⅱ(n=134)

困窮度Ⅰ(n=254)

とても楽しんでいる 楽しんでいる あまり楽しんでいない 楽しんでいない わからない 無回答

 

 

◇困窮度別に見た、心の状態（将来への希望）（５歳児保護者回答） 

513

288

34

42

387

345

47

91

16

22

5

17

37

34

5

8

1

1

0

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=954)

困窮度Ⅲ(n=690)

困窮度Ⅱ(n=91)

困窮度Ⅰ(n=159)

希望が持てる 希望が持てるときもあれば、持てないときもある

希望が持てない わからない

無回答
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◇困窮度別に見た、心の状態（将来への希望）（小中学生保護者回答） 

487

212

37

42

604

431

75

154

29

64

17

35

50

53

5

23

4

2

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,174)

困窮度Ⅲ(n=762)

困窮度Ⅱ(n=134)

困窮度Ⅰ(n=254)

希望が持てる 希望が持てるときもあれば、持てないときもある

希望が持てない わからない

無回答

 

 

◇困窮度別に見た、心の状態（幸せだと思うか）（５歳児保護者回答） 

447

251

39

51

442

374

43

82

21

23

3

7

5

9

1

5

38

31

5

14

1

2

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=954)

困窮度Ⅲ(n=690)

困窮度Ⅱ(n=91)

困窮度Ⅰ(n=159)

とても幸せだと思う 幸せだと思う あまり幸せだと思わない

幸せだと思わない わからない 無回答

 

 

◇困窮度別に見た、心の状態（幸せだと思うか）（小中学生保護者回答） 

445

195

27

37

623

450

78

138

58

52

19

36

6

19

1

19

38

43

9

24

4

3

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,174)

困窮度Ⅲ(n=762)

困窮度Ⅱ(n=134)

困窮度Ⅰ(n=254)

とても幸せだと思う 幸せだと思う あまり幸せだと思わない

幸せだと思わない わからない 無回答

 

 

＜保護者の心の状態についての考察＞ 

＊「生活を楽しんでいるか」「将来への希望」「幸福感」については、中央値以上の世帯に対して困窮

世帯では肯定的な回答の割合が低下しています。 

＊５歳児保護者より小中学生保護者が精神的に厳しい状態に置かれています。 
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◇困窮度別に見た、自分の体や気持ちで気になること（小中学生回答）

10.7

13.1

2.3

16.1

9.0

4.9

17.7

3.0

19.4

14.7

23.1

21.9

31.7

5.1

5.8

2.4

13.0

12.9

2.5

18.8

9.0

6.9

19.4

3.1

19.1

19.8

26.3

25.4

26.5

5.9

6.0

2.3

8.4

15.3

0.8

17.6

6.1

5.3

19.1

4.6

19.1

19.1

32.1

25.2

26.7

5.3

3.8

1.5

13.1

20.3

6.4

22.3

7.6

4.4

19.9

4.4

27.5

18.3

24.3

29.9

20.3

6.0

5.6

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ねむれない

よく頭がいたくなる

歯がいたい

不安な気持ちになる

ものを見づらい

聞こえにくい

よくおなかがいたくなる

よくかぜをひく

よくかゆくなる

まわりが気になる

やる気が起きない

イライラする

とくに気になるところはない

その他

わからない

無回答

中央値以上(n=1,167) 困窮度Ⅲ(n=752)

困窮度Ⅱ(n=131) 困窮度Ⅰ(n=251)
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◇困窮度別に見た、自分の体や気持ちで気になること（小中学生保護者回答） 

 

 

＜困窮がもたらす心身の状態についての考察＞ 

＊困窮度が高まるにつれて、子供、保護者ともに「とくに気になるところはない」と答えた世帯が

少なくなっています。 

4.6

15.6

2.2

16.9

9.7

4.0

6.0

2.1

7.9

9.0

15.2

29.1

40.6

22.7

17.9

6.6

1.6

3.4

8.0

20.1

3.7

22.6

10.1

6.4

5.6

2.0

7.9

11.3

20.1

39.6

43.2

26.0

11.9

6.0

2.2

1.6

9.7

28.4

3.7

27.6

11.2

3.0

4.5

3.7

17.2

18.7

20.9

44.8

44.0

29.1

10.4

6.7

1.5

2.2

12.2

24.0

6.7

42.1

14.2

6.7

9.8

1.6

12.2

15.7

27.6

47.6

49.2

32.3

4.7

6.7

1.2

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ねむれない

よく頭がいたくなる

歯がいたい

不安な気持ちになる

ものを見づらい

聞こえにくい

よくおなかがいたくなる

よくかぜをひく

よくかゆくなる

まわりが気になる

やる気が起きない

イライラする

よく肩がこる

よく腰がいたくなる

とくに気になるところはない

その他

わからない

無回答

中央値以上(n=1,174) 困窮度Ⅲ(n=762)

困窮度Ⅱ(n=134) 困窮度Ⅰ(n=254)
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＊困窮度が高まるにつれ「ねむれない」保護者が増加しています。 

＊困窮度Ⅰの世帯の子供と保護者ともに精神的症状では「不安な気持ちになる」、身体的症状では「歯

が痛い」が多くなっています。 

＊困窮度を問わず、子供が「よくおなかがいたくなる」と回答しています。 

 

◇困窮度別に見た、不安やイライラなどの感情を子どもに向けてしまうこと（５歳児保護者回答） 

114

119

8

28

638

459

62

96

164

89

19

27

31

15

2

7

5

5

0

1

2

3

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=954)

困窮度Ⅲ(n=690)

困窮度Ⅱ(n=91)

困窮度Ⅰ(n=159)

よくある 時々ある ほとんどない ない わからない 無回答

 

 

◇困窮度別に見た、不安やイライラなどの感情を子どもに向けてしまうこと（小中学生保護者回答）

100

79

19

29

712

479

88

152

282

156

18

54

52

36

4

10

20

11

5

9

8

1

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,174)

困窮度Ⅲ(n=762)

困窮度Ⅱ(n=134)

困窮度Ⅰ(n=254)

よくある 時々ある ほとんどない ない わからない 無回答

 

 

◇初めて親となった年齢別に見た、不安やイライラなどの感情を子どもに向けてしまうこと（５歳児保護者のうち母親回答）

1

159

99

18

686

460

3

136

113

1

19

10

0

7

6

0

1

4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10代(n=23)

20～30歳(n=1,008)

31歳以上(n=692)

よくある 時々ある ほとんどない ない わからない 無回答
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◇初めて親となった年齢別に見た、不安やイライラなどの感情を子どもに向けてしまうこと（小中学生保護者のうち母親回答） 

2

152

97

17

980

545

3

317

189

2

55

39

0

27

24

0

9

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10代(n=24)

20～30歳(n=1,540)

31歳以上(n=899)

よくある 時々ある ほとんどない ない わからない 無回答

 

 

＜子供に向けられる保護者の負の感情（児童虐待の危険性）についての考察＞ 

＊困窮度と初めて親となった年齢別によって大きな差はありません。 

＊「よくある」、「時々ある」について、小中学生保護者より５歳児保護者が多く回答しています。 
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◇困窮度別に見た、嫌なことや悩んでいるときの相談相手（小中学生回答）

65.2

16.2

8.6

1.8

51.2

8.1

5.0

2.5

12.7

1.3

1.9

0.1

4.0

0.2

0.1

0.7

0.8

0.0

0.9

4.4

9.8

7.7

1.8

66.2

18.4

10.8

2.0

52.9

6.6

5.1

3.1

14.5

2.0

2.3

0.8

3.5

0.0

0.4

0.4

0.8

0.0

0.9

3.9

10.6

8.2

2.3

71.8

23.7

13.0

5.3

52.7

7.6

3.1

6.1

16.8

0.8

3.8

0.0

2.3

0.0

0.0

0.8

0.0

0.0

1.5

3.1

7.6

5.3

0.8

62.5

17.1

13.1

3.6

49.8

6.4

4.4

4.4

15.9

0.8

3.6

0.8

1.6

0.4

0.0

1.6

1.2

0.8

0.4

4.8

12.7

8.0

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

親

きょうだい

おばあちゃん・おじいちゃん

おじ、おばなど親戚

学校のともだち

塾や習いごとのともだち

その他のともだち

いとこ

担任の先生や他のクラスの先生

保健室の先生

クラブ活動の先生

スクールカウンセラー

塾や習いごとの先生

学童保育の先生

こども専用の電話相談

インターネットやサイトなどを通じて知りあった直接会っ

たことのない人

近所の人

地域の支援団体（学習支援の場や子ども食堂など地域

で同じ年ごろの子どもが集まるところの人）

その他の人

だれにも相談できない

だれにも相談したくない

わからない

無回答

中央値以上(n=1,167) 困窮度Ⅲ(n=752)

困窮度Ⅱ(n=131) 困窮度Ⅰ(n=251)

 

 

 



43 

◇困窮度別に見た、困ったときの相談先（小中学生保護者回答） 

86.9

70.9

24.0

32.9

50.4

23.9

17.0

10.6

0.7

1.3

0.9

0.2

0.3

0.7

2.2

1.1

1.0

1.8

0.3

81.9

68.9

23.4

34.4

51.8

21.1

16.1

8.9

1.0

2.0

1.3

0.1

0.3

0.5

2.0

2.1

1.4

2.1

0.0

76.1

76.1

24.6

36.6

46.3

22.4

17.2

11.2

0.0

2.2

0.0

0.0

0.0

2.2

3.7

0.0

2.2

3.0

0.0

53.5

68.9

14.6

31.9

38.2

19.7

18.1

10.6

0.4

4.3

1.2

0.8

0.8

1.2

2.4

2.4

3.1

2.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配偶者・パートナー

自分の親

配偶者・パートナーの親

きょうだい・その他の親戚

近隣に住む知人や友人

近隣に住んでいない知人や友人

職場関係者

学校の先生やスクールカウンセラー

子育て講座（小・中学生を持つ保護者を対象）等を担

当するリーダーや職員等

公的機関や役所の相談員

学童保育の指導員

地域の民生委員・児童委員

民間の支援団体

民間のカウンセラー・電話相談

医療機関の医師や看護師

インターネットのサイトへの書き込み

その他

相談できる相手がいない

無回答

中央値以上(n=1,174) 困窮度Ⅲ(n=762)

困窮度Ⅱ(n=134) 困窮度Ⅰ(n=254)
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◇困窮度別に見た、困ったときの相談先（５歳児保護者回答）

91.2

78.9

27.6

34.9

50.9

27.8

15.2

21.4

0.5

2.2

4.2

0.2

0.8

0.3

4.6

2.4

1.4

1.2

0.2

87.8

76.5

29.6

37.0

53.5

27.8

11.7

18.8

1.2

2.5

2.5

0.1

0.1

0.3

3.9

1.6

0.9

1.3

0.3

75.8

69.2

25.3

31.9

46.2

25.3

14.3

20.9

2.2

2.2

2.2

0.0

0.0

0.0

3.3

2.2

2.2

2.2

0.0

60.4

73.0

17.0

31.4

54.1

23.9

14.5

22.0

0.0

3.1

1.9

1.3

1.3

1.3

4.4

3.8

0.6

2.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配偶者・パートナー

自分の親

配偶者・パートナーの親

きょうだい・その他の親戚

近隣に住む知人や友人

近隣に住んでいない知人や友人

職場関係者

保育所（園）、幼稚園などの通園施設の先生

子育て講座を担当する職員等

公的機関や役所の相談員

習い事の先生

地域の民生委員・児童委員

民間の支援団体

民間のカウンセラー・電話相談

医療機関の医師や看護師

インターネットのサイトへの書き込み

その他

相談できる相手がいない

無回答

中央値以上(n=954) 困窮度Ⅲ(n=690)

困窮度Ⅱ(n=91) 困窮度Ⅰ(n=159)
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◇世帯構成別に見た、困ったときの相談先（５歳児保護者回答） 

90.2

77.7

28.4

36.1

52.4

28.0

13.2

19.8

0.8

2.2

3.3

0.2

0.4

0.4

4.1

2.2

1.2

0.9

0.3

55.6

77.8

22.2

44.4

27.8

27.8

22.2

11.1

0.0

0.0

5.6

0.0

5.6

0.0

5.6

0.0

5.6

0.0

0.0

32.8

75.0

10.2

25.0

46.9

21.9

24.2

26.6

0.8

3.9

3.1

0.8

0.8

0.8

4.7

2.3

0.0

7.8

0.0

60.0

40.0

20.0

60.0

20.0

20.0

0.0

20.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配偶者・パートナー

自分の親

配偶者・パートナーの親

きょうだい・その他の親戚

近隣に住む知人や友人

近隣に住んでいない知人や友人

職場関係者

保育所（園）、幼稚園などの通園施設の先生

子育て講座を担当する職員等

公的機関や役所の相談員

習い事の先生

地域の民生委員・児童委員

民間の支援団体

民間のカウンセラー・電話相談

医療機関の医師や看護師

インターネットのサイトへの書き込み

その他

相談できる相手がいない

無回答

ふたり親世帯(n=1,905) 父子世帯(n=18)

母子世帯(n=128) その他世帯(n=5)
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◇世帯構成別に見た、保護者の困ったときの相談相手のいない割合（小中学生保護者回答） 

1.6

12.5

4.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ふたり親世帯(n=2,430)

父子世帯(n=24)

母子世帯(n=220)

その他世帯(n=16)

 

 

＜困った時の相談相手についての考察＞ 

［子供］ 

＊困窮度Ⅰの世帯で「だれにも相談したくない」と回答した割合が高くなっています。 

＊「だれにも相談できない」子供の割合は困窮度に関係なく存在しています。 

＊「塾や習い事の先生」は困窮度が高まるにつれ減少しています。 

＊困窮度を問わず学校の先生が相談窓口となっています。 

＊「インターネットを通じて知り合った人」とありますが、子供がトラブルに巻き込まれないよう注

意を要します。 

［保護者］ 

＊小中学生保護者の相談相手や相談先においては、困窮度が高まるにつれて「配偶者・パートナー」

「近所に住む知人や友人」と回答する割合が減少し、「相談できる相手がいない」と回答する割合

が増加しています。（中央値以上の世帯では５歳児保護者１．２％、小中学生保護者１．８%、困窮

度Ⅰの世帯では５歳児保護者２．５％、小中学生保護者２．８％） 

＊「地域の民生委員・児童委員」「公的機関や役所の相談員」が困窮度Ⅰの世帯では多くなっていま

す。 

＊困窮度を問わず「学校の先生やスクールカウンセラー」「保育所（園）、幼稚園などの通園施設の先

生」が相談窓口となっています。 

［世帯別］ 

＊５歳児保護者では「相談できる相手がいない」割合が最も高いのは母子世帯となっています。 

＊小中学生保護者では「困った時の相談相手がいない」割合が最も高いのは父子世帯となっています。 

＊５歳児保護者のうち母子世帯では「近隣に住む知人や友人」「保育所（園）、幼稚園などの通園施設

の先生」が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 



47 

  

◇地域社会に相談相手がいるかどうかと、保護者と子どもの関わり（家の手伝いをするか）（小学生とその保護者回答） 

97

499

51

288

59

480

44

305

39

245

60

340

11

127

2

19

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域社会に相談相手がいる(n=363)

地域社会に相談相手がいない(n=2,303)

ほとんど毎日 週に４～５回 週に２～３回 週に１回程度

月に１～２回 ほとんどない まったくない 無回答

 

 

◇地域社会に相談相手がいるかどうかと、保護者と子どもの関わり（おうちの大人に宿題をみてもらうか） 

（小学生とその保護者回答） 

70

296

26

139

35

197

32

190

25

183

100

672

70

609

5

17

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域社会に相談相手がいる(n=363)

地域社会に相談相手がいない(n=2,303)

ほとんど毎日 週に４～５回 週に２～３回 週に１回程度

月に１～２回 ほとんどない まったくない 無回答

 

 

＜地域社会に相談相手の有無についての考察＞ 

＊地域社会に相談相手がいる場合はいない場合に比べ、家の手伝い、おうちの大人に宿題を見てもら

うなどの割合が高まり、地域社会における相談相手の存在と家庭環境との関連が推測されます。 

 

 

◇困窮度別に見た、初めて親となった年齢（５歳児保護者のうち母親回答）

1

6

1

12

15

34

10

33

97

104

16

31

298

225

23

44

227

137

19

17

131

56

5

5

17

9

1

1

4

3

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=790)

困窮度Ⅲ(n=574)

困窮度Ⅱ(n=75)

困窮度Ⅰ(n=143)

１０代 ２０～２３歳 ２４～２６歳 ２７～３０歳

３１～３４歳 ３５～３９歳 ４０歳以上 無回答
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◇困窮度別に見た、初めて親となった年齢（小中学生保護者のうち母親回答） 

2

8

3

6

30

45

15

40

147

130

31

52

435

276

38

77

331

146

24

37

97

55

8

14

25

20

3

11

2

3

1

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中央値以上(n=1,069)

困窮度Ⅲ(n=683)

困窮度Ⅱ(n=123)

困窮度Ⅰ(n=237)

10代 20～23歳 24～26歳 27～30歳

31～34歳 35～39歳 40歳以上 無回答

 

 

◇初めて親となった年齢別に見た、母親の最終学歴（５歳児保護者のうち母親回答）

4

6

2

7

18

1

10

126

75

0

412

313

0

375

248

0

26

26

0

1

3

1

4

3

1

40

21

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10代(n=23)

20～30歳(n=1,008)

31歳以上(n=692)

中学校卒業 高等学校中途退学 高等学校卒業
高専、短大、専門学校等卒業 大学卒業 大学院修了
その他の教育機関卒業 答えたくない 無回答

 

 

◇初めて親となった年齢別に見た、母親の最終学歴（小中学生保護者のうち母親回答） 

5

8

0

5

15

3

11

271

149

1

716

425

1

443

271

0

26

18

0

5

5

0

5

1

1

51

27

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10代(n=24)

20～30歳(n=1,540)

31歳以上(n=899)

中学校卒業 高等学校中途退学 高等学校卒業
高専、短大、専門学校等卒業 大学卒業 大学院修了
その他の教育機関卒業 答えたくない 無回答

 

 

＜若年で親になった世帯についての考察＞ 

＊「困窮度別 初めて親となった年齢（母親回答）」について、困窮度Ⅰの世帯で１０代および２０～２３

歳の割合が高くなっています。（中央値以上の世帯では５歳児保護者２．０３％、小中学生保護者 

２．９９％、困窮度Ⅰの世帯では５歳児保護者３１．５％、小中学生保護者１９．４％） 

＊母親の学歴を出産年齢別にみると、２０～３０代では、中学校卒業、高等学校中途退学がごく僅に

対して、１０代では、中学校卒業、高等学校中途退学の割合が増えています。 
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（１０代では５歳児保護者４７．８％、小中学生保護者４１．７％、２０～３１歳以上では５歳児保

護者１．５９％、小中学生保護者１．０７％） 

 

◇初めて親となった年齢別に見た、困ったときの相談先（5 歳児保護者回答） 

69.6

73.9

13.0

34.8

60.9

30.4

17.4

26.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

86.7

80.3

29.0

35.6

56.4

28.7

12.8

20.6

0.8

2.0

2.9

0.3

0.4

0.4

4.5

1.3

0.8

1.4

0.1

86.3

75.1

24.1

37.3

49.1

27.6

13.0

19.9

0.7

3.0

4.2

0.0

0.4

0.3

2.9

2.9

1.4

1.6

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配偶者・パートナー

自分の親

配偶者・パートナーの親

きょうだい・その他の親戚

近隣に住む知人や友人

近隣に住んでいない知人や友人

職場関係者

保育所（園）、幼稚園などの通園施設の

先生

子育て講座を担当する職員等

公的機関や役所の相談員

習い事の先生

地域の民生委員・児童委員

民間の支援団体

民間のカウンセラー・電話相談

医療機関の医師や看護師

インターネットのサイトへの書き込み

その他

相談できる相手がいない

無回答

10代(n=23) 20～30歳(n=1,008) 31歳以上(n=692)

 

 

＜若年で親になった保護者の相談先についての考察＞ 

＊「近隣に住む知人や友人」「保育所（園）、幼稚園などの通園施設の先生」が多く、５歳児保護者の

うち母子世帯と同じ傾向を示しています。 

＊「配偶者・パートナーやその親」が少なくなっています。 

＊「地域の民生委員・児童委員」「公的機関や役所の相談員」がゼロになっています。 
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５ 支援機関等への調査結果について 

（１）目的 

    地域で子供や子育て家庭を支援する機関の現状及び課題を把握するため、市内の子育て支援・

教育・福祉等に係る支援機関にヒアリングまたは記述式アンケートで調査を実施しました。 

（２）調査対象 

 地域・民間団体・ＮＰＯ等  7 機関 20 か所 

学習支援実施団体、子育て広場、ＪＯＢカフェ吹田、母子寡婦福祉会、社会福祉協議会 

障がい者（児）相談支援事業者、民生委員・主任児童委員 

 公的機関   9 機関 20 か所 

教育センター、適応指導教室（教育センター）、児童館、保健センター、家庭児童相談課 

福祉総務課、子育て給付課、生活福祉室、生活困窮者自立支援センター 

 学校・園  3 機関  12 か所 

  スクールソーシャルワーカー、保育幼稚園室、高等学校 

 

（３）主な調査内容 

ア 日頃、支援を行っている中での不足点 

イ 他機関との連携について状況と課題  

ウ 関係機関との連携の工夫や施策への提案 

エ 経済困窮をはじめ複数の課題を抱えるケース対応の課題と改善策 

（４）調査結果 

日頃、支援を行っている中での不足点（主な意見） 

支援者の知識・経験２６．１％、公的な協力・支援の仕組みや制度２６．１％、          

マンパワー１７．４％、責任者・同僚との相談機会６．５％、他機関連携６．５％、        

その他１７．４％ 

 

  各機関の役割や制度、対応・支援に関する知識、経験等が不足している。支援の内容が多 

 様化し対応が難しい。 

  縦割り行政で関わりに限界を感じる。制度や仕組みには限界があり、ケースによって適応 

 できないことがある。制度や相談先が周知・浸透していない。 

  地域での支援は場所、資金等の公的支援、地元の理解がないと気持ちだけでは運営継続が 

 困難。 

  人手不足できめ細やかな相談対応ができない。また、対応できる場所も時間も不足。 

  アウトリーチ支援をする機関が少ない、ボランティアの協力が必要だが確保が困難。 

  個人情報の障壁があり、連携や共有が困難。 
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他機関との連携の場や会議 

 子育て・児童関係：子育て支援関係機関連絡会、中学校区地域教育協議会、地域によっ

ては小学校との情報交換等をおこなっている。 

  障がい関係：サービス担当者会議、療育支援関係会議。 

  子ども・若者地域連絡協議会。（ひきこもりのネットワーク会議） 

 要保護児童等に関する吹田市児童虐待防止ネットワーク会議。 

 生活困窮者自立支援連絡調整会議。 

 

 

他機関との連携についての課題（主な意見） 

 担当者の資質向上、スキルアップが必要。人が変わっても引き継がれていく理解と認識。 

 連絡会の開催頻度が少なくリアルタイムに情報が得られない。個人情報の問題。 

 互いの専門性や役割の理解と共通認識。 

 

 

関係機関との連携の工夫や施策への提案（主な意見） 

 顔が見える関係、信頼関係の構築。 

 縦割りでなく、各種制度や施策が横断的に周知されるような仕組みの構築。 

 

 

経済的困窮をはじめ複数の課題を抱えるケース対応の課題（主な意見） 

 放課後や休日や長期休み中の子供の居場所、食事の提供、学習支援の場。（身近な場所） 

 困窮者の緊急支援のための現物支給。 

 関係機関間の連携できる関係づくり。 

 

 

経済的困窮をはじめ複数の課題を抱えるケース対応の改善策（主な意見） 

 子供の衣類などのリサイクルだけでなく大人の衣類の再利用やリメイク。 

 児童と保護者を支援する地域の拠点、地域ボランティアの発掘と育成。 

 地域で支援する団体への補助金等の支援。 

 福祉職の採用、配置。 
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第３章 施策の展開（重点施策） 

 

１ 施策体系 

   国の大綱では、「教育の支援」、「生活の支援」、「保護者に対する就労の支援」、「経済的支援」

を当面の重点施策として取組を行っていくこととしています。 

本市においても、大綱の重点施策に沿って様々な応援施策を４つの重点施策と７つの基本支援

に整理し、実態調査で明らかになった課題解決に向け、様々な事業を総合的に推進していきます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７つ の基 本 支 援 

基本支援１ 子供の学習環境に対する支援 

［主な事業］生活困窮者子どもの学習支援事業、放課後学習支援事業、 

子どもサポートチーム事業、進路選択支援事業 

重
点
施
策Ⅰ

 

 

教育の支援 

基本支援２ 子供の居場所に対する支援 

［主な事業］児童会館運営事業、地域住民居場所づくり補助事業、青少年

活動サポートプラザ青少年相談事業、青少年活動サポートプラ

ザ施設運営事業、山の学校・海の学校事業 

基本支援３ 生活・健康への支援 

［主な事業］生活困窮者自立相談支援事業、ひとり親家庭自立支援事業 

妊産婦相談支援事業、産前・産後サポート事業 

基本支援４ 安心して子育てができる環境への支援 

［主な事業］子育て支援コンシェルジュ事業、子育て広場助成事業 

地域子育て支援センター事業、子ども見守り家庭訪問事業 

      育児支援家庭訪問事業、育成室事業 

  

  

重
点
施
策Ⅱ

 

 

 

 

生活の支援 

重
点
施
策Ⅲ

 

基本支援５ 保護者に対する就労支援 

［主な事業］地域就労支援事業、生活困窮者自立相談支援事業(再掲) 

生活困窮者就労準備支援事業、ひとり親家庭自立支援事業(再

掲)、 

保護者に 

対する 

就労の支援 

重
点
施
策Ⅳ

 

基本支援６ 経済的支援 

［主な事業］生活保護事業、生活困窮者住居確保支援事業、小・中学校就

学援助事業、高等学校等学習支援金支給事業   

基本支援７ ひとり親世帯への支援 

［主な事業］児童扶養手当給付事業、ひとり親家庭医療費助成事業 

ひとり親家庭自立支援事業（再掲） 

経済的支援 

４つの重点施策 
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２ 重点施策と基本支援 

   ここでは、各重点施策と基本支援について、支援の方向性や、事業を立案・実施する上で留意す

べき点等を示します。 

 

 

 

 

 

 

（１）基本支援１ 子供の学習環境に対する支援 

ア 現状と課題 

実態調査では、困窮度が高まるにつれ、子供の学習時間や家庭の大人に勉強を見てもらう

時間が少ない、学習理解度が低い等の傾向が見られます。自身で学力の向上を目指そうにも

経済的な理由から学習塾に通うことができない厳しい学習環境に置かれていることがわかり

ます。 

イ 支援の方向性 

学ぶことのできる場の提供、補助学習や学習への動機付けを含めた学習支援が必要です。

さらに対象者にあった高校への進学と、その後の円滑な高校生活の実現に結びつける取組や、

社会性や協調性を育み子供の将来的な自立を促す支援が必要です。 

ウ 取組の視点  

（ア）貧困の世代間連鎖を断ち切るため、生活保護世帯や生活困窮世帯の子供に重点的に支援を

行います。 

（イ）学習機会を提供することで学習意欲の醸成や学習習慣の定着を図り、貧困が与える影響を

最小限に留めることができる自学学習力を育成するとともに、将来の安定した生活の実現に

向け支援します。 

（ウ）不登校や引きこもり、いじめ等困難な課題の早期解決と未然防止に努めるとともに、困難

な課題を抱える子供の学校復帰や、社会的自立に向け支援をします。 

（エ）スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラー、臨床心理士資格を持つ教育相談員

など専門的知識を有する人材を活用します。 

（オ）自己の進路を家庭事情や経済的な理由などで躊躇したり、断念したりすることなく、将来

に展望を持てるよう相談支援を行い、子供や保護者の悩みや不安を解消します。 

（カ）「進路選択の幅を増やす」ための学力保障ではなく、「自ら進路を選択できる」ための学習

機会の充実により、高校進学後の新たな頑張り（リスタート）を支えます。 

基本支援１ 子供の学習環境に対する支援 

［主な事業］生活困窮者子どもの学習支援事業、放課後学習支援事業、 

子どもサポートチーム事業、進路選択支援事業 

重
点
施
策Ⅰ

 

 

教育の支援 

教育の支援について国の大綱では、家庭の経済状況にかかわらず、学ぶ意欲と能力

のある全ての子供が質の高い教育を受け、能力・可能性を最大限伸ばしてそれぞれの

夢に挑戦できるようにすることが、一人一人の豊かな人生の実現に加え、今後の我が

国の成長・発展につながるものであるとしています。 
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（２）基本支援２ 子供の居場所に対する支援 

ア 現状と課題 

困窮度の高い家庭の子供は、朝食を摂らない、遅刻が多い、放課後は一人で過ごすなど、

基本的な生活が満たされていない状況にあり、悩んだ時に「だれにも相談したくない」と回

答した割合が高くなっています。 

また、困窮度が高いほど、学校外での塾や習い事、文化活動など大人と関わる様々な社会

活動を体験する「機会」が少なく、これらの様々な機会を提供する「居場所づくり」の必要

性があります。 

イ 支援の方向性 

子供たちが安心して過ごせるとともに、他者との関わりや様々な経験を通して成長するこ

とができるような居場所の確保等、すべての子供たちが心身ともに健やかに生活できる環境

づくりが必要です。 

ウ 取組の視点 

（ア）地域や社会とのつながりが希薄になっている子供やその家族に対する相談支援の充実を

図ります。 

（イ）子供の状況に配慮した居場所の確保に努めます。 

 

（３）基本支援３ 生活・健康への支援 

ア 現状と課題 

実態調査からは、経済状況の悪化が子供や保護者の心身に深い影響を与えていることがう

かがえます。子供や保護者の心身の健康を確保するだけでなく、健康面からアプローチする

ことで貧困の状態にある子供の早期発見や支援につなげる仕組みが求められています。 

困窮度が高いほど１０代、２０～２３歳で親になった割合が高く、また、１０代で初めて

親になった保護者の最終学歴は中学校卒業、高等学校中途退学が４割以上となっています。 

 予期しない妊娠が人生設計に大きな影響を及ぼしている事例も多いと考えられます。 

生活の支援について国の大綱では、相談事業の充実を図ることなどにより、子供及び

その保護者の対人関係の持ち方や社会参加の機会等に配慮し、貧困の状況が社会的孤立

を深刻化させることがないよう対策を推進するとしています。 

基本支援２ 子供の居場所に対する支援 

［主な事業］児童会館運営事業、地域住民居場所づくり補助事業、青少年活

動サポートプラザ青少年相談事業、青少年活動サポートプラザ

施設運営事業、山の学校・海の学校事業 

基本支援３ 生活・健康への支援 

［主な事業］生活困窮者自立相談支援事業、ひとり親家庭自立支援事業 

妊産婦相談支援事業、産前・産後サポート事業 

基本支援４ 安心して子育てができる環境への支援 

［主な事業］子育て支援コンシェルジュ事業、子育て広場助成事業 

地域子育て支援センター事業、子ども見守り家庭訪問事業 

育児支援家庭訪問事業、育成室事業 

  

  

重
点
施
策Ⅱ

 

 

 

 

生活の支援 
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また、若年者など支援が必要な妊産婦をはじめ、誰もが安心して妊娠・出産し、子供が健

やかに育成されるよう妊娠期から子育て期にかけて切れ目ない支援を行う必要があります。 

困窮度が高いほど、「相談できる相手がいない」とする割合が高くなっています、また、母

子世帯、父子世帯ともに、それぞれの子供の成長段階において「困ったときの相談相手がい

ない」とする割合が多くなっています。 

イ 支援の方向性 

子供と保護者の心身の健康増進に努めるとともに、子育て世帯の様々な悩みに寄り添った

相談支援体制をより充実させることが必要です。また、人と人との関わりが希薄化する中、

身近な相談相手がいないなど、保護者が孤立することのないよう、地域や関係機関と緊密に

連携を図りながら、悩みや困難を抱える保護者を早期に発見し、切れ目のない支援を行って

いく必要があります。 

ウ 取組の視点 

（ア）妊産婦の健康確保の施策を推進します。 

（イ）妊娠期から子育て期の世帯に関わる関係機関が密接な連携を進め包括的支援を行います。 

（ウ）市が実施する各種相談の充実を図るとともに、その周知に努めます。 

 

（４）基本支援４ 安心して子育てができる環境への支援 

ア 現状と課題 

子育てと就労の両立は重要な課題です。家庭以外に子供を養育できる場がなく、保護者が

就労できなければ、世帯の収入が減少、もしくは途絶え生活困窮に陥る可能性が高まります。 

      この点から、待機児童問題は子供の貧困対策としても大きな要素であると考えられます。 

また、子育て世帯が抱える様々な悩みや問題を早期に発見し、関係機関が連携し支援を行

うことで子供の疾病や障がいの早期発見、早期治療・療育につなぐなどにより、児童虐待の

未然防止を図っていくことが重要です。 

イ 支援の方向性 

子育てと就労の両立が図れ、安心して子育てができる環境の整備が必要です。 

また、困難を抱える子供や保護者にはできるだけ早期に、かつ寄り添った支援ができるよ

う関係機関の連携を強化することが必要です。 

ウ 取組の視点 

（ア）保育所等の待機児童解消を進めます。 

（イ）子育て支援を必要とする世帯が地域社会から孤立しないよう訪問活動を促進します。 

（ウ）支援を必要としているものの、自らＳＯＳを発信できない世帯の掘り起しに努め、各種

支援制度につなげる仕組みを充実させます。 

（エ）児童虐待防止の取組を推進するため、要保護児童対策地域協議会における児童・福祉部

門と教育委員会・学校等との連携強化を図ります。 
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（５）基本支援５ 保護者に対する就労の支援 

ア 現状と課題 

困窮度が高まるにつれて非正規雇用の割合が高い状況にあります。若年で出産した親やひ

とり親世帯(特に母子世帯）では特に非正規雇用の割合が高く、困窮度が高いと思われます。  

非正規雇用の家庭では、子供の将来に備えての貯蓄ができていない世帯が多く、子供の成長

に伴って負担が増す教育費が不足し、貧困の連鎖につながっていると考えられます。 

イ 支援の方向性 

保護者の安定した雇用を確保し、子育てに力を注げる家庭環境を構築するため、正規雇用

の促進や、賃金面の充実、勤務時間など子育てに配慮した働き方の実現に向けた就労支援を

行うことが必要です。 

ウ 取組の視点 

（ア）困窮度が高く、特に支援を要する保護者への就労支援の充実を図ります。 

（イ）就労支援については複数の部署で対応しており、就労支援員を配置しているそれぞれの

担当課が連携して、円滑な制度へのつなぎと丁寧な就労支援体制を整え、より効果的な支

援を行います。 

（ウ）啓発冊子、リーフレット、市報やホームページなどを通して、労働問題全般にわたる啓

発や情報提供を行うことで、ワークライフバランスの実現など、誰もが安心して働くこと

ができる職場環境づくりをめざします。 

（エ）支援を行う際は、支援対象者が就労に対する意欲を維持できるよう精神面への配慮も行

います。

保護者の就労支援について国の大綱では、労働によって一定の収入を得るのは、生

活の安定を図るうえで重要であることはいうまでもなく、収入面のみならず、家庭で

家族がゆとりを持って接する時間を確保することや、親等の保護者が働く姿を子供に

示すことによって、子供が労働の価値や意味を学ぶことなど、貧困の連鎖を防止する

上で大きな教育的意義が認められることからも、保護者の就労支援の充実を図る必要

があるとしています。 

 

重
点
施
策Ⅲ

 

基本支援５ 保護者に対する就労支援 

［主な事業］地域就労支援事業、生活困窮者自立相談支援事業(再掲) 

生活困窮者就労準備支援事業、ひとり親家庭自立支援事業(再

掲)、 

 

保護者に 

対する 

就労の支援 
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（６）基本支援６ 経済的支援 

ア 現状と課題 

必要な時期、必要なところに最適な支援を実施するため、経済的に困窮している世帯が確

実に各制度につながる仕組みづくりが求められています。 

イ 支援の方向性 

各種手当や医療費助成、就学援助など各種の公的支援へ確実につなぎ、生活基盤の安定と

経済的負担の軽減を図ることが必要です。 

ウ 取組の視点 

（ア）制度の運用方法や周知方法、また制度利用に伴う労力や抵抗を軽減する方策を継続して

検討し、各種制度の利用に向けた取組を強化します。 

（イ）特に支援を要する世帯には、生活保護法や生活困窮者自立支援法等のセーフティネット

機能を効果的に活用します。 

（７）基本支援７ ひとり親世帯への支援 

ア 現状と課題 

ひとり親家庭は困窮度が高い世帯が多く、母子世帯については、非正規雇用の割合が特に

高くなっています。また、養育費を受け取ったことのない母子世帯は半数前後あり、調査結

果からは養育費の受給の有無が精神状態にも影響を及ぼしている状況がうかがえます。 

一方、父子世帯では、「困ったときの相談相手がいない」と回答する割合が高くなっていま

す。子育てと就業の両立をはじめ、ひとり親が抱える様々な課題に対応し、生活支援や就業

支援を組み合わせた支援メニューを包括的に提供していくことが必要です。 

イ 支援の方向性 

児童扶養手当やひとり親家庭医療費助成など、各種公的支援による子育てに係る経済的負

担の軽減が必要です。 

また、就業による自立に向けた就業支援を基本としつつ、子育て・生活支援などを総合的

に支援する仕組みの充実が必要です。 

ウ 取組の視点 

ひとり親が抱える様々な課題に対応できるよう相談機能を強化します。 

重
点
施
策Ⅳ

 

基本支援６ 経済的支援 

［主な事業］生活保護事業、生活困窮者住居確保支援事業、小・中学校就学

援助事業、高等学校等学習支援金支給事業   

基本支援７ ひとり親世帯への支援 

［主な事業］児童扶養手当給付事業、ひとり親家庭医療費助成事業 

ひとり親家庭自立支援事業（再掲） 

経済的支援 

経済的支援について国の大綱では、子供の貧困対策を進めるにあたっては、生活保護

や各種手当など、金銭の給付や貸与、現物給付（サービス）等を組み合わせた形で世帯

の生活の基礎を下支えする必要があり、経済的支援に関する施策については、子供の貧

困対策の重要な条件として、確保していく必要があるとしています。 
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３ 吹田市子供の夢・未来応援施策に関する事業 

   現在、以下の事業を各重点施策・基本支援に連なるものとして抽出しています。 

今後、他の既存事業の中で応援施策への位置づけが適当であると判断したものを適宜追加すると

共に、必要に応じ事業の新規拡充等を検討していきます。 

 

重点施策Ⅰ 教育の支援  

基本支援１ 子供の学習環境に対する支援 

事業名 事業内容 担当所管 

生活困窮者子どもの学習支

援事業 

生活保護世帯、生活困窮世帯の概ね１８歳までの

子供とその保護者に対し、子ども健全育成生活支

援員が家庭訪問等により、日常生活、養育、教育、

進学等に関する支援等を実施。 

生活保護世帯を含む生活困窮世帯の中学生を対

象に、学ぶ場の提供、学習への動機付けを含めた

学習支援を実施し、対象者にあった高校進学及び

その後の円滑な高校生活を実現するため無料の

学習支援教室を設置。 

生活福祉室 

放課後学習支援事業 
各学校の放課後学習室に学生、教員経験者等の学

習支援者を配置し学習支援を実施。 
指導室 

子どもサポートチーム事業 

スクールソーシャルワーカー等を配置して子ど

も支援のためのサポートチームを編成し、いじ

め、不登校、児童虐待等個別課題を有する児童・

生徒へのケア及び未然防止、課題の早期解決を支

援。 

指導室 

進路選択支援事業 
進路選択支援相談員による進路選択支援相談を

実施。 
教育センター 

不登校児童・生徒支援事業 

フレンド(ボランティア)を活用した不登校児童・

生徒に対する家庭訪問及び光の森活動や学びの

森活動を通しての学校復帰に向けた支援。 

教育センター 

来所・電話相談事業 

満３歳から１８歳（高等学校年齢）までの本人及

び保護者を対象に、教育相談員（臨床心理士）が

来所・電話による教育相談等を実施。 

教育センター 

出張教育相談事業 

教育相談員（臨床心理士）を各小学校に配置し、

幼児・児童とその保護者、教職員を対象に教育相

談等を実施。 

教育センター 
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重点施策Ⅱ 生活の支援  

基本支援２ 子供の居場所に対する支援    

事業名 事業内容 担当所管 

児童会館運営事業 
児童に健全な遊びを提供し、その健康を増進するこ

とによって、児童の心身ともに健全な育成を図る。 

子育て支援課 

地域住民居場所づくり活動

補助事業 

地域において、あらゆる住民が過ごすことのできる

場を提供する活動であって、地域課題を解決するた

めの市民公益活動を実施する事業に、必要な経費の

一部を補助する。 

市民自治推進室 

青少年活動サポートプラザ

青少年相談事業 

臨床心理士等の資格を有した専門相談員が引きこも

りやニート、不登校などの様々な課題を抱え、社会

とのつながりが希薄になっている青少年やその家族

に対し相談事業をはじめ各種支援を実施。 

青少年室 

青少年活動サポートプラザ

施設運営事業 

青少年又は青少年団体が安心して学び、活動し、交

流できるような場を提供するとともに、青少年の居

場所づくりを基軸として、青少年が他者との関わり

や様々な経験を通して成長できるよう支援する。 

青少年室 

山の学校・海の学校事業 
不登校傾向にある児童・生徒を対象に、自然体験活

動を通じて交流し、社会性や協調性を育成する。 

青少年室 

青少年クリエイティブセン

ター施設運営事業 

臨床心理士の資格を持つ相談員を配置し、情緒やい

じめ、不登校、家庭等に関する子育ての悩みや心配

事の相談に応じ、関係機関と連携しながら悩みの解

消を図る。 

青少年クリエイ

ティブセンター 

 

重点施策Ⅱ 生活の支援 

基本支援３ 生活・健康への支援 

事業名 事業内容 担当所管 

人権啓発事業（大事業） 人権啓発のために各種事業を実施。 人権平和室 

総合生活相談事業 生活に関する相談事業。 交流活動館 

人権ケースワーク事業 人権に関する相談事業。 交流活動館 

女性のための相談事業 女性を対象とした悩みや法律に関する相談事業。 
男女共同参画セン

ター 

男女共同参画センター主催

講座等事業 
男女共同参画に関する主催講座や講演会の開催。 

男女共同参画セン

ター 

ＤＶ防止対策事業 ＤＶ被害者を相談員が支援 

すいたストップ

ＤＶステーショ

ン（ＤＶ相談室） 
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事業名 事業内容 担当所管 

ひとり親家庭自立支援事業 

ひとり親家庭等の生活上の悩みの相談や自立に向け

ての助言、情報提供を行うと共に、子の修学や親が就

労するために必要な知識、技能を習得するための費用

等の貸付の受付を行う（大阪府母子父子寡婦福祉資

金）。 

ひとり親家庭の親が就労のため資格を取得する際に

給付金を支給する等、就業支援専門員が就業支援を実

施。 

ひとり親家庭等の養育費の確保、面会交流の実施のた

めの専門相談を実施。 

子育て給付課 

生活困窮者自立相談支援事業 

生活保護世帯以外の生活困窮者に生活全般を含めた

自立に関する相談支援等を実施。 

就労支援員を配置し、生活保護世帯以外の生活困窮者

に就労支援を実施。 

生活福祉室 

医療扶助適正化等事業 
健康管理支援員を配置し、生活保護受給者に健康管理

支援を実施。 
生活福祉室 

予防接種事業 感染症から子供達の健康を守るため予防接種を実施。 保健センター 

訪問指導事業 
妊産婦及び乳幼児に対し、保健師又は助産師が家庭訪

問し、育児等に関する保健指導を実施。 
保健センター 

妊産婦相談支援事業 

妊娠届出時に保健師又は助産師がすべての妊婦に対

して面接し、支援の必要な妊婦の把握と支援を行う

等、妊娠から子育て期にわたる切れ目ない支援を実

施。 

保健センター 

産前・産後サポート事業 

妊産婦に対し、家庭や身近な場所で、助産師等の専門

職や子育て経験者やシニア世代の子育てサポーター

による相談支援を実施。 

保健センター 

妊婦・産婦・乳児一般・乳児

後期健診事業 

妊婦・産婦・乳児一般・乳児後期健康診査を身近な医

療機関で個別に実施。 
保健センター 

産後家事支援事業 

家族等から十分な家事及び育児等の援助が受けられ

ない出産後６か月未満の産婦に対し家事等の支援を

実施。 

保健センター 

すいた健康サポーター事業 

小学校４年生を対象にキッズ健康サポーター教室と

して、参観日や学校開放等の機会を活用し、健康につ

いての授業を実施。 

保健センター 

地域自殺対策事業 

自殺やうつ病に関する正しい知識の市民への啓発や、

自殺のリスクの高い人と接する可能性のある人への

研修等を行い、自殺の危険性の高い人を早期に発見し

て未然に防ぐ。 

保健センター 



61 

 

重点施策Ⅱ 生活の支援 

基本支援４ 安心して子育てができる環境への支援 

事業名 事業内容 担当所管 

子育て広場助成事業 

子育ての負担感を軽減するため、乳幼児及びその親が

交流できる場を設け、子育てについての相談、情報の

提供等子育て支援に係る事業を行う団体に対し助成。 

子育て支援課 

地域子育て支援センター事

業 

保育所等を地域子育て支援センターと位置付け、育児

教室など子育て家庭の支援充実を図るとともに、地域

全体で子育てを支援しあう基盤形成を推進する。 

子育て支援課 

子育て短期支援事業 

家庭における児童の養育が一時的に困難となった場

合に、一定期間、児童の養育を児童養護施設や乳児院

に対して委託する。 

家庭児童相談

課 

子ども見守り家庭訪問事業 

生後４か月までの乳児がいる家庭に民生児童委員、主

任児童委員等が訪問し、子育てに関する情報の提供を

行う。 

家庭児童相談

課 

育児支援家庭訪問事業 
子供の養育に関して支援が必要な家庭に育児支援家

庭訪問員を派遣し、子育てに関する相談等を行う。 

家庭児童相談

課 

児童虐待防止対策事業 

児童虐待に関する相談や通告への対応を行うととも

に、要保護児童対策地域協議会の事務局として子供に

関わる機関と連携して児童虐待の早期発見・重症化防

止に努める。児童虐待防止についての理解を深めるた

め啓発活動を行う。 

家庭児童相談

課 

子育て支援コンシェルジュ

事業（基本型） 

子供又はその保護者の身近な場所で子育て相談に応

じたり、その個別のニーズを把握して、教育・保育施

設や地域の子育て支援情報等を提供する。 

のびのび子育

てプラザ 

子育て支援コンシェルジュ

事業（特定型） 

多様な教育・保育施設や事業に対する保護者の選択・

利用について相談専門職員による利用支援を行う。 保育幼稚園室 

通常保育事業 
就労・病気等の理由で昼間家庭で保育できない保護者

に代わって保育を実施。 
保育幼稚園室 

発達支援保育事業 
集団保育により発達を促すため障がい児など発達支

援を要する児童を受け入れる事業を実施。 
保育幼稚園室 

緊急一時保育事業 
保護者がやむを得ない事由で一定期間昼間家庭で保

育できない場合に代わって保育を実施。 
保育幼稚園室 

一時預かり事業 
保護者の断続的短期間の就労等で一時的に昼間家庭

で保育できない保護者に代わって保育を実施。 
保育幼稚園室 
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事業名 事業内容 担当所管 

休日保育事業 
就労・病気等の理由で日曜・祝日等に家庭で保育でき

ない保護者に代わって保育を実施。 
保育幼稚園室 

育成室事業 
保護者が就労・病気等の理由で放課後に留守家庭にな

る児童の居場所を提供。 

放課後子ども

育成課 育成室管理事業 

 

重点施策Ⅲ 保護者に対する就労の支援  

基本支援５ 保護者に対する就労の支援 

事業名 事業内容 担当所管 

地域就労支援事業 

働く意欲がありながら様々な要因で就労に繋がらな

い、ひとり親家庭の保護者、若者などに対する就労相

談やスキルの習得、職業紹介などの就労支援。 

地域経済振興

室 

生活困窮者自立相談支援事

業（再掲） 

生活保護世帯以外の生活困窮者に生活全般を含めた

自立に関する相談支援等を実施。 

就労支援員を配置し、生活保護世帯以外の生活困窮者

に就労支援を実施。 

生活福祉室 

生活困窮者就労準備支援事

業 

生活困窮者等に対し就労に向けた基礎能力の形成等、

就労準備のための支援を実施。 
生活福祉室 

生活保護受給者就労支援事

業 

就労支援専門員を配置し、生活保護受給者に就労支援

を実施。 
生活福祉室 

ひとり親家庭自立支援事業

（再掲） 

ひとり親家庭等の生活上の悩みの相談や自立に向け

ての助言、情報提供を行うと共に、子の修学や親が就

労するために必要な知識、技能を習得するための費用

等の貸付の受付を行う（大阪府母子父子寡婦福祉資

金）。 

ひとり親家庭の親が就労のため資格を取得する際に

給付金を支給する等、就業支援専門員が就業支援を実

施。 

ひとり親家庭等の養育費の確保、面会交流の実施のた

めの専門相談を実施。 

子育て給付課 

母子福祉センター事業 

母子寡婦福祉会に委託して、母子家庭及び寡婦を対象

に、技能習得講座（パソコン講座、介護職員初任者研修

等）を実施。 

子育て給付課 
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重点施策Ⅳ 経済的支援  

基本支援６ 経済的支援 

事業名 事業内容 担当所管 

生活保護事業 生活保護世帯に生活保護費を支給。 生活福祉室 

生活困窮者住居確保支援事

業 

離職等により住宅を失った又は失うおそれのある

生活困窮者に対し家賃を支給。 
生活福祉室 

小学校就学援助事業 
小学生の保護者に学用品費など学校で必要な費用

を援助。 
学務課 

中学校就学援助事業 
中学生の保護者に学用品費など学校で必要な費用

を援助。 
学務課 

高等学校等学習支援金支給

事業 

経済的理由により高等学校・特別支援学校（高等

部）・高等専門学校及び専修学校の高等課程等への

修学が困難な者に対し、学習支援金を支給。 

学務課 

 

重点施策Ⅳ 経済的支援 

基本支援７ ひとり親世帯への支援 

事業名 事業内容 担当所管 

ひとり親家庭自立支援事業

（再掲）（寡婦控除のみなし

適用） 

税法上の寡婦（夫）控除が適用されない婚姻歴のな

いひとり親家庭の親に対し、寡婦（夫）控除が適用

されたものとみなして利用料等の算出を行い、ひと

り親家庭の経済的負担の軽減を図る。 

子育て給付課他 

児童扶養手当給付事業 

ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進のため１

８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの児

童を監護・養育しているひとり親等に支給。 

子育て給付課 

ひとり親家庭医療費助成事

業 

ひとり親家庭で、１８歳に達する日以後の最初の３

月３１日までの児童と、その児童を養育するひとり

親等の医療費の自己負担分の一部を助成。 

子育て給付課 

ひとり親家庭自立支援事業

（再掲） 

ひとり親家庭等の生活上の悩みの相談や自立に向

けての助言、情報提供を行うと共に、子の修学や親

が就労するために必要な知識、技能を習得するため

の費用等の貸付の受付を行う（大阪府母子父子寡婦

福祉資金）。 

ひとり親家庭の親が就労のため資格を取得する際

に給付金を支給する等、就業支援専門員が就業支援

を実施。 

ひとり親家庭等の養育費の確保、面会交流の実施の

ための専門相談を実施。 

子育て給付課 
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４ 切れ目のない支援の状況

教育の
支援

(吹田版
ネウボラ)

生活の
支援

妊娠から出産 乳児（１歳未満） 幼児（１歳～小学校就学前）

妊娠から出産 乳児（１歳未満） 幼児（１歳～小学校就学前）

妊婦・産婦・乳児一般・乳児後期検診事業

訪問指導事業

妊産婦相談支援事業

産前・産後サポート事業

緊急一時保育事業

通常保育事業

休日保育事業

予防接種事業

発達支援保育事業
（３歳児から）

子育て広場助成事業

子ども見守り家庭訪問事業
（～生後４か月）

子育て支援コンシェルジュ事業

育児支援家庭訪問事業

生活困窮者子どもの学習支援事業（子ども健全育成生活支援員による生活困窮、生活保護世
帯への生活支援）

来所・電話相談事業
（満３歳児から）

児童会館運営事業

子育て短期支援事業

家庭児童相談（児童虐待防止対策事業）

地域子育て支援センター事業

医療扶助適正化等事業（健康管理支援員による生活保護世帯への健康管理支援）

一時預かり事業

産後家事支援事業
(産後６か月未満)
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小学校 中学校 高等学校

生活の
支援

小学校 中学校 高等学校

教育の
支援

経済的
支援

生活困窮者子どもの
学習支援事業（学習支援教室）

小学校就学援助事業 中学校就学援助事業 高等学校等学習支援金支給事業

放課後学習支援事業

子どもサポートチーム事業

不登校児童・生徒支援事業

来所・電話相談事業

出張教育相談事業

子育て短期支援事業

育児支援家庭訪問事業

青少年活動サポートプラザ青少年相談事業（３９歳まで）

育成室事業 育成室管理事業
（小学１年生～小学４年生）

生活困窮者子どもの学習支援事業（子ども健全育成生活支援員による生活困窮・生活保護世帯への生活支援）

児童会館運営事業

予防接種事業

母子父子寡婦福祉資金の貸付（子どもの修学費）

進路選択支援事業 進路選択支援事業

医療扶助適正化等事業（健康管理支援員による生活保護世帯への健康管理支援）

家庭児童相談（児童虐待防止対策事業）

青少年活動サポートプラザ施設運営事業

山の学校・海の学校事業（小学４年生から中学３年生）

青少年クリエイティブセンター施設運営事業

すいた健康サポー
ター事業
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５ 子供の貧困に関する指標 

国の大綱に示されている指標や、市独自で設定した指標を用いて、本市の子供が置かれている現

状を把握し、子供の貧困の可視化を図ります。 

 

（１）支援の優先度が高い子供の学習環境について 

貧困の連鎖を断ち切るために重要な要素となる経済格差から生じる学習環境の格差を解消す

る支援のあり方を考えます。 

指標
現状

（平成28年度）
目標

（平成29年度以降）
出典元、目標の定め方等

生活保護世帯に属する子供の高等学校等進
学率

98.50%
全国平均を上回る
（平成28年4月１日
現在は93.3%）

吹田市福祉部生活福祉室
国の子供の貧困対策に関する大綱に示さ
れています。

生活保護世帯に属する子供の高等学校等中
退率

2.00%
全国平均を下回る
（平成28年4月１日
現在は4.50%）

吹田市福祉部生活福祉室
国の子供の貧困対策に関する大綱に示さ
れています。

生活保護・生活困窮世帯の子供を対象にし
た学習支援教室を利用した子供の高等学校
進学率

100% 現状を維持する 吹田市福祉部生活福祉室

生活保護・生活困窮世帯の子供を対象にし
た学習支援教室利用に関するアンケートで、
「勉強や将来の進路について以前より考える
ようになった」と回答した子供の割合

100% 現状を維持する 吹田市福祉部生活福祉室

 

 

（２）子供が抱えた困難な課題の解消に向けて 

いじめ、不登校、児童虐待等の未然防止、早期発見、早期対応に努め、子供たちが困難な課題

を抱えて社会的孤立に陥ることのないよう支援のあり方を考えます。 

指標
現状

（平成28年度）
目標

（平成29年度以降）
出典元、目標の定め方等

スクールカウンセラーの配置率（小学校） 100% 現状を維持する
吹田市教育委員会教育センター
国の子供の貧困対策に関する大綱に示さ
れています。

スクールカウンセラーの配置率（中学校） 100% 現状を維持する
吹田市教育委員会教育センター
国の子供の貧困対策に関する大綱に示さ
れています。

スクールソーシャルワーカーの配置人数 10人 18人

吹田市教育委員会指導室
国の子供の貧困対策に関する大綱に示さ
れています。
目標は各中学校区に1人配置です
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指標
現状

（平成28年度）
目標

（平成29年度以降）
出典元、目標の定め方等

子どもサポートチーム（スクールソーシャル
ワーカー等）が対応したいじめ案件の解消率 96.93% 100% 吹田市教育委員会指導室

 

（３）安定した雇用を確保し経済基盤を支えるために 

本市の雇用情勢と生活困窮世帯、生活保護世帯、ひとり親世帯への就労支援の状況を照らし合

わせて効果的な支援のあり方を考えます。 

指標
現状

（平成28年度）
目標

（平成29年度以降）
出典元、目標の定め方等

生活困窮者自立支援センターの就労支援に
より就労・増収した者の割合

60.30%

平成28年度実績以上
（平成28年度国基準
による目標設定は

42.0%）

吹田市福祉部生活福祉室
国の定めた基準による目標設定があります

就労支援を受けた生活保護受給者のうち就
労・増収した者の割合 58.20%

70%
（平成28年度に
定めた目標）

吹田市福祉部生活福祉室
目標は実績を受けて年度当初に定めます

ひとり親家庭の就業支援の利用により就業に
繋がった者の割合

83.33% 90%
吹田市児童部子育て給付課
目標は実績を受けて年度当初に定めます

ＪＯＢナビすいたにおける就職決定者の正規
雇用の割合 43.85%

50％以上
（平成28年度に
定めた目標）

吹田市都市魅力部地域経済推進室
目標は実績を受けて年次的に見直します

吹田市無料職業紹介所における就職決定者
の定着率

62.96% 75％以上
吹田市都市魅力部地域経済推進室
目標はこれまでの定着率の最高値
（73.21％）を上回ることです
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